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 開  議  

 議  長  本日の出席議員は、１５人につき、定足数に達しております。 

これから、本日の会議を開きます。 

（９：３０） 

 日程第１  

 議  長  日程第１ 一般質問を行います。 

 質問の通告があっておりますので、項次発言を許します。 

８番 久保大六議員 

 久保議員  おはようございます。 

 本日は、第１回目、１番目の質問議員でございます。限られた時間の中での質問で

ございますので、簡潔なるご答弁をいただきますようによろしくお願い申し上げま

す。 

 私ごとになりますが、昨日の１１時ちょうどに長女の子ども、私にとりましては初

孫が誕生いたしました。３．２ｋｇでございます。母子とも健全でたいへんうれしく

思っております。孫が健やかに育つように、また育ちやすい筑前町になっていきます

ようによろしくお願いを申し上げます。 

 それでは、本題に入ります。 

 今、日本では、昨年の１２月の衆議院選挙におきまして政権が大きく交代しました。

新安倍総理の体制の中、三本の矢の日本財政の施策が打ち出され、経済復興の大きな

要でもあります円安、デフレ脱却に向け、今、大いにまい進をされておるわけでござ

います。 

 その影響で、わずか３カ月足らずで、世界を巻き込んでの円安が加速し、さらには

株価も上昇し、産業界では大きな期待をされておるところでございます。 

 政権交代とトップリーダーの強い信念と施策で、ここまで変わるものだと、つくづ

く感心をしておるところでございます。 

 先日の議会初日の冒頭で、田頭町長より１期４年におきます筑前町のまちづくりに

対する総括の弁が述べられました。合併５年目での就任ということで、この１期４年

は、２町の町民に対する融和と健全財政の確立に対し、並々ならぬご尽力をいただき

ました。心より感謝とお礼を申し上げます。 

 また、１２月におきましては、４月に行われます任期満了に伴う町長選に対し、力

強い再出馬の意向を述べられました。安倍政権ではございませんが、トップリーダー

の強い信念と決断で、国は、町は大きく変わるものだと確信をしております。 

 田頭町政の２期目の当選と、「成せば成る」の信念の下での施策に強く期待を申し

上げまして、私の一般質問に入らせていただきます。 

 まず、初めに、町の整備事業について、２点質問いたします。 

 初めに、総合運動公園の建設に伴う進捗状況について、質問をいたします。 

 この総合運動公園の建設計画は合併来の計画であり、当初の計画からすればすでに

完成し、住民の憩いの場としてスポーツ振興、健康推進の広場として大いに利用され

ているはずでした。 

 しかし、現実的には大きく遅れております。 

 原因としましては、当初の計画を大きく上回る１５、６億にも及ぶ膨大な予算案に

対する見直し、道路を挟んでの公園設計により安全上の問題で、警察よりの計画地変

更の指導、地権者との用地買収の難航、さらには東日本大地震の影響による交付金の

カットなどによる二重三重の障害が発生し、工事が大きく遅れたわけでございます。 

 担当課長にお聞きします。 

 今現在の運動公園の工事の進捗状況をお聞かせいただきます。 
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 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  お答えいたします。 

 議員、今、ご発言のとおり、かなり当初の計画からは遅れてきております。 

 現在のところ、平成２４年度には基盤整備工事のうちに伐採、抜根等の工事、それ

から抜根した分の処分、それから進入道路の改良工事等を行っております。併せて実

施設計まで進んでおるところでございます。 

 工事のみでいきますと、約２０％をちょっと切ったぐらいかなということの進捗状

況と思っております。 

 それから、事業全体でいきますと、用地交渉を含めますと、約４０％をちょっと超

えたぐらいというところの進捗状況でございます。 

 議  長  久保議員 

 久保議員  今の課長の説明では、まだまだ完成はいつになるか分からないような状況でござい

ます。 

 今の予定はですね、２７年ぐらいにはオープンという予定があるんでございます

が、これもまた交付金の関係。今、東日本の復興に対する、一番項位ということで、

交付金がなかなかまいっておりません。 

 交付金が遅れればいつになるか分からない。しかしながら、今の計画ではいつ頃完

成する予定でしょうか。もう一度確認をお願いします。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  お答えいたします。 

 現在、想定をしておる今後の予定でございますけれども、２５年度に工事に本格的

に入りたいと思っておりまして、造成工事それから調整池の工事、それと排水、電気

等を予定しております。そして２６年度に公園の施設工事等に着手するということに

なろうかと思っております。 

 うまく行けば２７年度にはオープンができるものと思っておりますが、今、議員が

ご指摘ございましたように、交付金の配分額により完成年度が遅れる場合も想定され

ておりますし、それと公園ですので、ちょっと道路と違いまして、この区間だけを先

にするということがなかなか難しゅうございます。造成が終わって、それを整地した

上に施設を作っていくという、段階を踏まなければならないという工事であるという

こともありまして、いっきにできないという、そういうふうな工事であるということ

もご了解いただきたいと思います。 

 議  長  久保議員 

 久保議員  交付金の関係で関連がありますので、次の町営住宅の状況についてもお聞きしま

す。 

 この篠隈町営住宅もですね、本来であればもう完成しておかなければいけないんで

すけれども、やはりこれも同じように交付金の関係で遅れております。 

 この町営住宅の進捗状況、よかったらお答えください。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  お答えいたします。 

 町営住宅のほうもですね、当初計画から遅れてきておることは事実でございます。 

 まず最初、２１年度に建て替えの調査を行いまして、２２年度に基本それから実施

設計を行って、２３年度から第１期工事に入りたいということで計画をいたしており

ましたけれども、２３年度、篠隈の第１期工事につきましては、町全体の事業量の見

直し等がありまして、現在行っておるような格好で、２４年度、２５年度に分けて第

１期工事を継続事業で行っておるという状況でございます。 

 ２年に分けておりますので、大体３０％ちょっと切ったぐらいのところでですね、
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本年度の事業量ということで積算をいたしておりますが、現在２５％近く進捗をして

おるというところでございます。 

 議  長  久保議員 

 久保議員  総合運動公園広場、町営住宅、これもですね、やっぱり交付金という国のお金をあ

てにしたが故の遅れでございます。 

 両方ともですね、利用者や関係者の方、たいへん待ち望んでおられるわけでござい

ます。  

 町長にお聞きします。 

 今、東日本の大地震での被災地災害復旧対策、これに対して国はもうすべて投入し

ております。そういう関係で交付金が今後も予定どおり来るかどうかというのは、は

っきり言ってまだ疑問でございます。その中での計画、予定でございます。 

 もっと今の現状を国に訴えて、交付金を早く出してもらう努力、これを大いにする

べきじゃないかなと、できる限りの努力をですね。 

 もう１つがですね、どうしても交付金が遅れるのであれば、やっぱり工事というの

はスムーズに進まないと、経費的にも高くなることもあります。あとからの償還とし

て町の一般財源、これを投入してでもですね、早期完成を目指す必要があるのかな、

するべきじゃないかなと。厳しい財政の中ではございますが、そういうことはできな

いものでしょうか。 

 町長、答弁をお願いします。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  おはようございます。 

 お答えいたします。 

 まず１点目の、交付金の要請でございますけれども、これは、強く要請していると

ころでもございます。 

 と同時に、国のほうも政権が代わりまして、強靭化対策ということで、ハード事業

にかなり力を入れてまいりました。補正予算等々もしっかりアンテナを立ててです

ね、有利な補助金等は活用していきたいと、そのように計画もしているところでもご

ざいます。 

 それから２点目に、一般財源でも投入したらどうかということでございます。 

 まず、議員も申されましたように、後世に大いなる負担は避けるべきである。これ

は、原則だろうと思っております。と同時に、このグラウンドを、当初売却をいたし

まして、夜須グラウンドを売却いたしまして、その売却費用と、さらに補助金と、そ

して合併特例債と、この三本立てでいけば、非常に後世に多くの負担をかけなくて、

このグラウンド整備ができるのではなかろうかと、これが当初の思いでございます。

その思いのとおり、やはり実行していくべきだろうと考えております。 

 基本的には、今までに積立金がございますので、グラウンドの売却費ですね、これ

を充当する、第１番目でございます。 

 ２番目につきましては、やはり補助金等々に、複雑に今、補助金が絡んでおります

ので、できるだけ有利な補助金を活用する。 

 ３番目には、不足額を合併特例債、これは皆様ご承知のように、３分の２は交付税

措置されますので、この３本をうまく活用し、不足額を一般財源充当としたいと、そ

のような考えには、私は変わりはありませんし、そうすべきだと考えているところで

ございます。以上でございます。 

 議  長  久保議員 

 久保議員  自主財源をできるだけ使わない、そして合併特例債や交付金、事業のですね、研究

模索、これをしっかり努力されていることは十分承知しております。なるだけ一般財
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源を使わないようにですね、後世に負を残さないようにということはよく承知をして

おります。 

 先日福岡で町村議員の研修がありました。その講話の中で、「杖借りて足細る」と

いうたとえを言われました。 

 意味はですね、交付金、補助金ばかりあてにして事業をしていると、本来としての

町の財政力が落ちていく、やっぱり財源に見合った事業をしていかなければならない

ということだと、私は解釈をしております。 

 今回の総合運動公園広場、町営住宅、これはまさに交付金、特例債をあてにした、

しすぎた故での遅れであろうと思うわけでございます。 

 関係者の方、本当に首を長くして待っておられます。最善の努力をしていただきた

いと、お願いを申し上げます。 

 ４月には町長選があるわけでございます。その関係上、今回の質問に対しましても、

町長の簡潔なる答弁ができない面もあろうかと思いますが、今の思いとかですね、そ

ういう形でこれからの質問に答えていただきたいと思います。 

 それでは、次へ質問を移します。 

 質問その２、安全と安心について、２点質問をいたします。 

 まず、石櫃交差点周辺の道路整備について、でございます。 

 先日来、長き念願でありました山麓線の全面開通、これが一歩、二歩前進をしたと

いう報告がございました。また、中牟田橋の架け替え工事、さらには新町交差点周辺

の歩道整備も、関係者の長きご努力にわたりまして、現在進められておるわけでござ

います。今後の町の活性と安全の向上に期待をいたしております。 

 そういう中、筑前町の道路整備につきましては、部分的に未改良地が何カ所か目に

つきます。国道、県道、町道等がいろいろある中で、原因はそれぞれでしょうけど、

栗田交差点につきましては、花立山温泉方向の５０ｍ部分、このわずかな距離が未整

備であり、このわずかな距離が整備されればすばらしい幹線道路になると思うわけで

ございますけど、以前より地権者との問題で、再三にわたる努力のかいもなく、現在

挫折をしております。 

 今回質問に出しております石櫃交差点周辺の道路整備につきましては、担当課長に

は場所の説明をしておりますのでお分かりだと思いますけど、石櫃交差点より吹田方

向に１００ｍぐらい行きますと、右カーブがあります。その１０坪足らずの右角が、

地権者との問題なのか未整備であります。角が整備されておりません。安全上たいへ

ん危険でございます。 

 これは、合併前の問題でありますが、未整備の理由と今後の再整備の考えはないの

か、お聞かせいただきたいと思います。 

 議  長  建設課長 

 建設課長  お答えいたします。 

 お尋ねの道路につきましては、国道３８６号線交差点北側方向の未拡幅箇所につい

てでございますが。 

 朝倉県土整備事務所に確認しましたところ、県道でありますので、いろいろ調査し

ましたところ、河川事業においてですね、以前松延新橋の架け替え工事で、道路法線

の取り付けとして、拡幅がですね、その当時考え方としてはあったようです。 

 今までの経過で、現場状況としましてはですね、ある程度の通行幅員は確保されて

おる状況でございますが、当時の用地の確保ができておらず、その後、現在１８年間

地元からの要望としては上がってきてない状況でございますが、その現状としては手

つかずでの状況となっているということでありました。 

 もう１つ、現所有者を確認してみますと、その当時の地権者の名前のままでですね、

県外の在住者でありまして、現在も状況が変わっておらないという中でございますの
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で、確実に用地の相談ができなければ、県としてもそういう協議に取り組めないとい

うことでございました。 

 また、町としても、優先項位が高いところを基本に県も事業を進めております関係

上、今後協働してですね、地元役員の区長さんたちとか、またその関係地権者の縁石

などの調査をしながら、取り組みができるかできないかの模索、研究になっていくと

考えております。以上でございます。 

 議  長  久保議員 

 久保議員  町事業は別としまして、国、県による事業は、事業計画の中でですね、途中で地権

者との関係、この交渉が長引いたり、またまとまらなかったりした場合は、計画その

ものをあきらめてしまう。こういうことが多々あるわけでございます。その後は、地

元が協力しない限りは、もうそのままということでございます。 

 再事業として掘り起こすのは、やはり地元の方々の要望なり請願、町の努力だと思

います。 

 町長にお聞き申し上げます。 

 以前の事業がですね、地権者や関係者の協議のもつれで、部分的に頓挫していると

ころがいろいろあると思います。 

 そういうところを再度事業見直しという形で着手し、国、県であれば国、県に要望、

地元であればもう１回地元の関係者に相談なりしてみる、こういうことが大事じゃな

かろうか。 

 やはり１回頓挫すればなかなか目につかない、そういうところをもう１回掘り起こ

していただきたい。いろんなところにあると思います。 

 石櫃のこの交差点の問題もですね、今、地権者は同じと言われましたけど、名義は

そうかもしれませんけど、その権限を持ってある方は変わっておられるという話も聞

いております。ぜひ、そういう関係を掘り起こしてもらいたい。 

 町長、ご見解をお聞かせください。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 

 昨日も土木事務所長が私に面会に来られましたので、様々に道路事業についてお礼

も申し上げ、要望もいたしたところでございます。 

 特に国道３８６号につきましては、具体的に私も箇所をお願いいたしました。 

 １つは、今、新町の歩道を色分けしていただいております。あれがほぼ完了いたし

ましたので、そのお礼。 

そして、その次には、三輪中の前の歩道がですね、非常に狭くございます。あの辺

についてのお願い。これは、地元の地権者の方もですね、非常に協力的にしていただ

いておりますので、これは、地元と役場と土木事務所としっかり連携をさせていただ

いて、進めさせていただいているところでございます。 

 それから、さらに西のほうに行きますと、やはりやすらぎ荘入口の交差点、これま

た大きな課題でございます。この件についても、まだ具体策はありませんけれども、

お願いをしております。 

 さらに石櫃周辺につきましては、ご案内のように、モリ薬局の前の橋梁ですね、こ

れが非常に歩道もなく危険であるということは十分認識いたしまして、これをとりあ

えずやっていただきたいと、私も強くお願いをして、この分の工事の準備が今進めら

れていると。 

 これまた地域の関係者の方々、区長さん等をはじめとしてですね、たいへんなご尽

力、そして土木事務所も積極的に取り組んでいただいております。そのおかげで進捗

を見せているということでございます。 
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 この間も財務支局長の代理が来られましたけれども、ぜひ橋梁の危険箇所があった

ら、ひとつ見せてほしいということがあったんで、そこを紹介しまして、事業の推進

をお願いしたところでもございます。 

 そういったふうに、まず、たくさんの要望が来ておりましてですね、本当に県土整

備事務所に要望するのにも、私ども本当に気の每ぐらいあります。何百箇所かもう要

望しているんではないでしょうか。 

 そういった中でも、ある程度絞り込んでくれという意見もございますので、そうい

ったところで、３８６号についてはお願いをしているということでございまして、今、

申されました件についても、総合的な判断の中で進めさせていただきたいと、そのよ

うに考えているところでございます。よろしくお願いいたします。 

 議  長  久保議員 

 久保議員  本当にですね、いろんな危険な箇所、今、工事が進んだり工事が計画されたりして

おります。頑張ってあるなと感謝をしております。 

 この石櫃の交差点の未整備の部分、しっかり今後の課題として捉えて、検討してい

ただきたいと思います。 

 それでは、次に要旨２の、山家交差点横のＪＲ筑豊線高架下の歩道について、質問

いたします。 

 今現在、山家交差点につきましては、歩道がほぼ整備がなされ、二日市方面の整備

が若干残っている、このような状態でございます。 

 また、ガード先の甘木方面の歩道は、区からの要望は出されておりますものの、地

権者との交渉がうまくいかず難航している、このように聞いております。 

 担当課長にお聞き申し上げます。 

 山家交差点の甘木方面の歩道ですね、これに対する、要望に対する進捗状況をお答

えください。 

 議  長  建設課長 

 建設課長  お答えいたします。 

 山家道交差点ＪＲ筑豊本線の高架下東側の一般国道２００号、二区沿線の歩道設置

工事についてのご質問でございますが。 

 朝倉県土整備事務所においてですね、平成２３年度から取り組まれております。平

成２４年度に補助事業の採択を受けまして、平成２４年６月に地元説明会が行われま

した。現在、建物調査が実施されております。 

 事業展開としまして、まず、国道２００号北側の歩道用地の確保に向けて、関係地

権者と用地補償契約に向けての提示交渉中とのことでございます。 

 状況は、現在交渉が難航しておりまして、厳しい中に、いつ契約できるか分かりま

せんが、項次県としては取り組んでいくということでございます。 

 町としましても全面的にバックアップし、県と地元区が協力し事業が進むよう、早

期完成に向けて努力していきたいと考えております。以上です。 

 議  長  久保議員 

 久保議員  地権者との交渉がうまく進んで歩道が整備されればですね、あの危険な歩道が本当

に歩行者にとって安全な道になります。ぜひ最善を尽くして歩道整備を進めていただ

きたいと思います。 

 しかしながらですね、その歩道がもしできたとします。しかしながら、その歩道が

できたら、余計今度は危険な場所があります。その最も危険な歩道がですね、ガード

下の歩道でございます。皆さんもあそこは通られると思います。 

 危険な状態、ご承知だとは思いますが、今まで重大な人身事故が発生してないのが

本当に幸いだな、いつ発生してもおかしくない歩道だなと、私は通るたびに思ってお
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ります。 

 ガード下の歩道は、合併後畠中副町長が建設課長のときだったと思います。地元住

民の要望に忚えられてご尽力の結果、ガード左右に歩道が設置をされました。そうい

う経緯がございます。 

 しかしながら、元々狭いガード下の道路に左右の歩道を作った関係上、道路は狭く

感じております。トラック２台が本当にすれ違えるかどうかぐらいの広さでございま

す。危険回避のために、時々は大型同士がすれ違う時に、大型自動車は１台止まって

おります。そのくらい狭いところでございます。 

 また、歩道に対するガードレールもですね、幅がないからガードレールは設置でき

ない。代わりに安全ポールが立っております。何で安全ポールかな、本来であれば、

あそこはガードレールで歩行者を守らなければいけないのにという感じでございま

す。 

 あそこを通りますと、ポールが折れたり曲がったり、車の破片が歩道に散らかった

りしております。やはりそれだけ接触をしておるわけでございます。歩行者はたいへ

ん危険でございます。 

 町長にお聞きします。 

 山家交差点周辺の歩道整備と並行して、この危険なＪＲガード下の歩道改良、これ

もしっかりと進めていかなければならない問題じゃないかなと思いますけど、見解を

お聞かせください。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 

 山家交差点周辺の歩道整備については、これまた地域の方々にしっかりご努力もい

ただいて、さらに新体制でも用地交渉等のお願いをしたいという考えでおりますし、

実際、今、ある程度進められているところでもございます。 

 申されましたＪＲ線につきましてはですね、ちょっと、これはまた県のほうとも十

分協議をしながら、もちろん当然歩道の幅員は確保しなければいけないわけでござい

ますので、そのことも含めて県と協議しながら検討していきたいと思います。話を進

めていきたいと思っております。以上でございます。 

 議  長  久保議員 

 久保議員  今、国はですね、昨年の１２月に９名の死者を出した山梨県の笹子トンネル、この

落盤事故を受け、全国的に老朽化したトンネルや橋梁に対し、点検や安全対策を徹底

をさせております。 

 山家、ＪＲのガード、これもかなり古いガードでございます。大丈夫なのかと、大

きな地震が来たときに大丈夫なのかなと思うわけでございます。 

 再度町長にお聞きします。 

 筑前町としまして、ＪＲのガードレールの強化と同時にですね、歩行者の安全確保

のために、ガード横のトンネルを掘って、そこに歩道を設置する。これが一番最善策

ではなかろうかと。 

 私、以前も１回そういう話をしたことがあると思いますが、これは、今ですね、確

実に必要性が来ておると思います。道路幅は広げられないから、側面をトンネルにし

て、そこを歩道にする。 

 これに対して、町長、どんなふうな見解をお持ちか、お聞かせください。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  安全上ですね、いろんな工夫、知恵も必要だろうと思っております。 

 そういった議員のご意見も参考にしながら、県等との協議、もちろんＪＲとの協議

が必要になろうかと思いますけれども、県を通しての協議をしていきたいと思ってお
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ります。 

 議  長  久保議員 

 久保議員  ぜひ、今回の山麓線の全面開通に向けての一歩前進ではございませんけど、息の長

い努力、これをぜひしていただきたい。山家交差点の安全・安心、歩行者の安全・安

心をぜひ確保していただきたい。 

 今、山家交差点周辺では亀の井ホテルのオープンが近々でございます。新興住宅等

も増加しております。人や車の往来が増えると思います。ぜひ、可能性に向けて努力

をしていただきたい。よろしくお願いしておきます。 

 次に、最後の質問になります。 

 西部地区の整備と開発について、２点質問をいたします。 

 まず、要旨１の西部地区公園整備について、質問をいたします。 

 合併後、これまで何回となく西部地区公園整備について、質問をさせていただきま

した。 

 しかしながら、朝日西の公園は整備されましたものの、それ以外の地区公園の整備

は手つかずのままでございます。住民に対する平等性、健康推進のためのコミュニテ

ィ推進、また避難所としての必要性など、答弁の中でいろいろ言葉は頂きますが、そ

の後、財政上とか優先項位、費用対効果などの言葉で打ち消され今に至っております。 

 近年筑前町としましては、国保で毎年２億円にも及ぶ赤字運営が続いております。

健康な老人づくりが急務であると叫ばれております。 

 自治公民館活動の活性、老人会等によるグラウンドゴルフ等の普及など、民間によ

る努力は見えておりますが、行政に対する動き、行政からの動きがちょっと遅きを感

じるところがございます。 

 担当課長にお聞きします。 

 以前より旧夜須地区における公園整備の計画はありましたけれども、現実的な計画

の進捗状況、これはどのようになっているのか、お願いを申し上げます。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  お答えいたします。 

 町では２１年度に策定いたしました筑前町緑の基本計画に基づきまして、公園等の

整備を行っておるわけでございます。 

 現在、確かに町のほうの設置については尐のうございまして、町が設置した公園に

ついては、現在１２．４５ｈａございます。そのうち夜須のほうが４．８５ｈａ、三

輪が７．６ｈａということで、旧三輪・夜須の割合でしますと、６４％というような

ことになっておりまして、確かに整備の必要性があるという認識は持っております。 

 議  長  久保議員 

 久保議員  確かに平成２１年度より筑前町緑の基本計画なるものが策定されております。これ

は、平成３８年度までに西部地区でも近隣公園を整備するということでございます。 

 しかしながら、公園整備はなによりも今、緊急性が求められておるわけでございま

す。団塊の世代の方々、私もその１人でございますけど、もう高齢化の仲間入り、も

うちょっとすると超高齢化社会、これになっていくわけでございます。 

 今こそ健康な老人づくりのための対策として、公園整備を最優先で進めるべきとき

だと思っております。 

 今回、条例改正の提案が出されております都市公園条例の中でもですね、それぞれ

の条頄に書かれてあります。区内の住民が容易に利用できる、近隣に居住する者が容

易にできるよう公園を配置しなければならない。この文言がございます。近場の公園

がやっぱり必要なんですよね。 

 今度できます総合運動公園広場、これは多目的な意味で、町全体、町外の方も利用
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されると思います。しかしながら、高齢者の方々に対してはですね、やっぱり近場の

公園が最も必要でございます。 

 平成３８年、もう私もそこまで生きているのかどうか分からない年齢になります。

もう早く作っていただきたい。 

 これは、町長にお聞き申し上げます。 

 松延住宅の跡地利用、これは以前からいろいろ話も出ておりますが、今現在、どの

ような考えを持ってあるのか。 

 それとあと１点、中牟田大区の住民の願いでもあります。中牟田校区に１カ所つく

ってくれと。グラウンドゴルフとか、いろいろお祭りとかやりたいという話も出てお

りますが、この２点について、町長の見解をお聞かせください。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 

 前段にですね、今の松延住宅の状況等について、担当課長から説明いたしますので。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  松延住宅の状況でございますけれども、今、町営住宅の建替え事業を行っておりま

して、今現在が篠隈団地の第１期工事ということでございます。 

 第２期工事を引き続き行うわけでございます。それと併せましてですね、今までも

ご説明申し上げておりましたけれども、福島団地、東小田団地につきましては解体を

いたしまして、その後、入居者の本移転が終わりました後にですね、用途廃止をする

というところまで決定をいただいておるところでございます。以上です。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 

 まさにですね、議員が申されますように、西部地区については、そういった広場が

不足しているというのは、私も同じ認識をするものでございます。 

 そういった面におきましては、二においては地元が一生懸命ですね、二公園をいろ

いろ手を入れていただいております。ああいったところを核にすべきではなかろうか

と。 

 それともう１点、申されましたように、松延住宅の跡地もですね、いろんな活用方

法があろうかと思いますけれども、もちろんそういった防災広場的な視点で考えるこ

とも必要だろうと、そのようにも考えるところでございます。 

 いずれにいたしましても、総合的にですね、地域の活性化、西部は特に筑前町の福

岡から来る西の玄関口でもございますので、そういった大きな視点を持ちながら、ど

ういった配置が適当なのか、そこまでを議論をしていきたいと思っております。 

 もちろん公園だけじゃないものも必要でございますので、そういった総合的な視点

で、今後公園も考えていきたいと、そのように考えます。 

 議  長  久保議員 

 久保議員  ぜひですね、西部地区、町長もご理解されていると思います。公園が尐のうござい

ます。ぜひ、前向きにですね、前向きに早期に検討していただきたいと思います。 

 今、二グラウンドの話が出ましたけど、これは、私、以前から一般質問でも出して

おります。 

 あそこはですね、ちょっと離れて山の上になっております。避難所とかには、風水

害のときにはどうかなという場面もありますが。 

 それにしましても、あそこの進入路がまだ整備されておりません。コンクリートを

流したようなでこぼこ、左右には轍が、水の流れた跡ができて、高齢者に対する公園

にはちょっと不向きじゃないかなと。電動車椅子でも通れない状況が入っておりま

す。 
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 あれは安全上の問題と思いますけど、もう平日にはカギがかかっております。進入

できません。 

 公園というのはオープンで、いつでも人が憩いの場として利用できる場じゃないと

いけないのじゃないかな。ところが、進入がガタガタ、入口は施錠されて入れない、

いつ使うのかなという気がしております。 

 その辺もですね、しっかり住民の憩いの場として平素使えるような状況を、問題が

あればそれを解決しながら、そういう公園にしていただきたい、そのように思います。

よろしくお願い申し上げます。 

 次に、最後に西部地区における保育所、幼稚園の建設について、質問をいたします。 

 今、筑前町では、暮らしやすい、育てやすい、住んでよかったと思っていただける

まちづくりに努力をされております。 

 そのような中で、子育てのための待機児童の解消、学童保育の完備など、他町村と

比較しても自慢のできる町となっております。また、関係者のご尽力のおかげで、学

力の向上もすばらしいものが目に見えてまいりました。 

 そのような中で、今後、町の活性に必要なものが１つとすればですね、それは、私

は人口増加だと思っております。 

 人が増えれば町は元気になります。特に若い層の人口増加は望ましい、住宅地の開

発、それに伴う若いカップルの転入、そして出産、これが理想でございます。 

 特に、朝日、山家、二地区は都市圏に近く、交通の便もよく人口増の要と捉えてお

ります。 

 そこで担当課長にお聞きいたします。 

 子育てしやすい町づくり対策に対し、筑前町として今の子育て施設配置は十分であ

るのか、問題はないのか、この辺ご答弁をお願いします。 

 議  長  こども課長 

こども課長  お答えいたします。 

 筑前町における児童福祉施設の配置、位置と、そういう利便性と、そういうことに

つきましては、全体的には今年４月、白梅保育園が開設しまして、保育園の需要の総

体的な人数は満たせるものというふうに考えておりますが、中牟田校区の保育所につ

きましてはございません。現在。 

 以前無認可保育所がございましたけれども、それも園の都合で廃園となっておりま

す。そういうことで、中牟田校区の人につきましては、西部地区の人につきましては、

なずな保育園か篠隈保育所を利用していただくしかないという状況でございます。 

 朝の忙しい時期に、福岡勤務の人たちにとってはですね、一旦こちらのほうに来て、

また出勤に向かわなければならないと、そういうことを考えますと、何らかの手立て

が必要ではないかと、そういうふうには考えております。 

 議  長  久保議員 

 久保議員  現在ですね、保育所、これは、待機児童を解消するために定員オーバーの状態で運

営をされております。 

 また、小学校における尐人数の学級制導入、これに逆行しているというかですね、

定員オーバーの中で今保育所が運営されております。 

 今言われましたけど、原地蔵に白梅保育園ですかね、今度オープンします。そうい

う意味ではちょっと分散型になっていいのかなという思いでございます。 

 担当課長にもう一度お聞きします。 

 先ほどより町の活性は人口増ということが大切だと、私は言ってまいりました。 

 特に、朝日、山家、二地区、これは都市圏に近いということで、若いカップルの転

入が望めます。まして、今現在もたいへん子どもさんが多ございます。 
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 そういうことで、この朝日、二、山家地区にですね、保育所、幼稚園、これをぜひ

開設してもらいたいなと思いますが、これは、町長にお伺い申し上げます。 

 今、国はですね、尐子化対策として育てやすい環境づくりの一環、幼稚園と保育所

の垣根をなくした認定子ども園の新設、新施策を打ち出しております。 

 さらには３歳から５歳までの保育料、幼稚園費の無料化、これを目指して１兆円に

も及ぶ財源、この確保に頭を悩ませておるわけでございます。 

 また、福岡市ではですね、２０１３年、１，４２９億円、大きな予算を子ども育成

の施策に投入しております。 

 以前なずな保育園が分所として、山家地区に新しい分所を作りたいという計画で、

用地確保まで進められておったと聞いております。 

 ところが施設長の突然の病で、発病で計画を断念せざるを得なくなったという話も

聞いております。 

 さらには、今度増設をしようかなと、なずな保育園がですね、そういう話も入って

きておるわけでございます。 

 ぜひですね、増設じゃなくて、二、山家地区にですね、分所でも新設でも構いませ

んが、ぜひつくってもらいたい。そうすると、若い人たちがたいへん利便性がよくな

って人口増にも繋がると思いますが、町としてそういう支援協力をするべきじゃない

かなと思いますが、町長、見解をお願いします。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 

 ただ今、こども課長が申し上げましたように、筑前町全体としてはほぼ充足をして

いるというようなことは言えます。これは、極めてですね、全国的に見てもレベルは

高い方だろうと認識いたします。 

 しかしながら、やっぱり地域性がありますので、やはり西部のほうはですね、利便

性からしてもっと使い勝手のいい利用しやすい保育所が欲しいという要望は、私も耳

にするところでもございます。 

 そういったことで、事業者のほうもですね、そういった希望をなされている事業所

があれば、ぜひ相談に乗りながら検討していきたいと考えます。 

 申されますように、人口というのはまちづくりのバロメーターでございます。こう

いった人口減尐社会の中においても、ある一定の人口増はですね、町の活力であるこ

とは間違いございません。 

 そういった意味で、子育て支援をしっかりしていく町としましてもですね、そうい

った方向性、姿勢はしっかり示していきたいと思っております。以上でございます。 

 議  長  久保議員 

 久保議員  ぜひですね、運動公園もしっかり、そういう保育所、幼稚園も、ぜひ、西部地区が

若干欠けておりますので、今後の大きな一つの課題として、今度４月にあります町長

選、ぜひ田頭町長頑張っていただいて、２期目の力を大いに発揮していただきたい、

そういうふうに期待をしております。 

 今後のますますの筑前町、育てやすい筑前町になりますように頑張っていただきま

すようによろしくお願い申し上げまして、私の一般質問を終わります。以上です。 

 議  長  これにて、８番 久保大六議員の一般質問を終了します。 

 休  憩  

 議  長  ここで、休憩をいたします。 

 １０時２５分より再開いたします。 

 （１０：１８） 

 再  開  
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 議  長  休憩前に引き続き、一般質問を行います。 

（１０：２５） 

 議  長  ７番 福本秀昭議員 

 福本議員  通告に従いまして、３点ほど質問いたします。 

 まず１点目は、まちづくりについて、２点目は、図書館問題、さらに３点目は、体

罰についてということで、項次質問をさせていただきます。 

 本題に入る前に、皆さんもご案内のように、現在確定申告が行われておるわけでご

ざいます。 

 もちろん町民、住民は、納税義務というのは果たさなければなりませんし、それの

事務に携わってある担当の職員の方も親切丁寧に忚対をされております。これは、ま

さにですね、納税者と行政のやはり信頼関係にあるのだと、そのように思っておりま

す。 

 残り僅かとなりましたけれども、その任務を、信頼をなくさないようにですね、残

りの後期について任務を果たしていただきたいなと、そのように思っておるところで

ございます。 

 さて、本題に移りたいと思います。  

 まず、まちづくりについて。 

 このまちづくりについては、私は、友達から１月の末に相談を受けた問題を取り上

げさせていただいて、町長に質問をさせていただきます。  

 皆さんもご承知と思いますけれども、「神様、仏様、稲尾様」というすばらしい日

本のプロ野球界で実力また名声を果たされた稲尾さんの講演を北九州で聞きました。 

 稲尾選手の講演の中で、特に力を入れて話されたのは、やはり人生は２つの目標を

持ちなさいと。１つは、将来を見据えた姿に達成するために、将来像に近づくための

日々の努力あるいはそういう小さな目標を、日々やはり努力することで将来の目標に

結び付くんだと、やがて達成できるんだと、そういった信念で人生を、野球人生を歩

まれたということです。 

 それで、皆さんもそういった人生には２つの目標をもって取り組みなさいという励

ましの言葉でございました。 

 町長にお尋ねしますのは、いわゆる当初予算については、実施計画を含めて、並び

に補正予算についてもです。実施計画と予算措置というものが詳しくやはり説明があ

るわけでございます。 

 しかし、将来の展望という段階では、なかなか言葉がやはり尐なくなってくるとい

うことで、町長からそういった将来に向けての計画も、プランも聞けば、私たち町民

も安心しますと、そういう言葉を私に注文付けられたわけです。 

 なら、ぜひその問題は取り上げて、町長にお尋ねしましょうという約束をいたしま

して、町長も３月の冒頭で所信表明なされた中で、話が重複するかもしれませんけれ

ども、町長もいろいろ制限があろうかと思いますけれども、町長の考えを、まずお聞

かせ願いたいと思います。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 

 ビジョンを示せということでもございましょうか。 

 私は開会初日に、４年間を総括いたしまして、私の思いもいくらか述べさせていた

だいたところでございます。 

 私のまちづくりの理念はですね、人材育成それと雇用を創出すること、この２つが

しっかりすれば、私は、福祉も、環境も、健康も、すべてが良くなっていくんだとい

うのは、歴史的にも学んだまちづくりの考え方でございます。 
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 したがいまして、より具体的に申すならば、筑前町の特性を考えた場合、やはり教

育と、そして食を大切にする、推進するまちづくりをやっていければ、私は様々なも

のが良くなっていくんだと、住んでよかった、訪ねてよかった町ができるんだという

ふうな考え方を持っているところでございます。 

 まずは、以上でございます。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  もう私も相談を受けまして、議会ではいろんな内容の議論があっておりますと、ぜ

ひ議会傍聴をしてくださいという、本人に、私はそのことは伝えたわけです。 

 今申し上げましたように、当年の事業なり予算については、しっかりやはり説明も

いただいております。しかし、誰しもですね、やはり夢を語ったりする場合がござい

ます。そういうことを考えたときに、やはり今やらなければならないことと、やっぱ

り将来はこういうふうな町の姿になるんですよといったことまで、やはり長期にまた

がった話をしていただくと安心しますと。本当に田頭町長に任せてよかったという、

ぜひ福岡県一の町長になってほしいと、そういったエールまで頂いておるわけでござ

います。 

 そういうことでですね、その他にも特に関心を持ってあったのは、やっぱり町の借

金でございます。 

 借金も、例えば合併特例債はこれまで１０年間、新町建設計画という中で、当然そ

れは借金をもっておるというのは分かりますし、また、臨時財政対策債についても、

これは交付金で、後で４５億ですか、戻って来るということですけれども、下水道あ

るいは上水道については前倒しをされたということで、これは当然一時的に膨らんだ

大きな借金ということには間違いないわけでございます。 

 そういったことで、町も県内比較しても、やはり借金が際立って尐し多いという指

摘も受けております。 

 それから、職員定数の問題でございますけれども、これは、１０年間の中で合併当

初に約束された１７０名という職員数でということですけど、問題は、今後指定管理

者とか民営化、そういったことに努力していくと、職員がやがて余ってくるのではな

いかなというふうな話をされておったわけです。 

 そういうことと、さらに町長が特段に頑張って力を入れてありますクロダマルにし

てもですね、これも冒頭に、所信の中でお話をなされたように、商品開発が２７社の

協力によって開発が進んでおると。 

 それと問題は、クロダマルが、現物渡しの分があるんじゃなかろうかと、それで、

その分については、やはり歩どまりを良くするためにも、やはり付加価値をできるだ

け工夫してやってもらったらどうかと、そういったご指摘も受けたわけでございま

す。 

 町長に、感想で結構でございますが、何かお言葉がありましたらお答えいただきた

いと思います。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えさせていただきます。 

 今、３点だろうかと思いましたけど、まず、借金の問題ですね。  

 本当に議員指摘のとおり、本町は借金が多い町でございます。と同時に貯金も多い

町でございます。 

 ただ、職員のほうもしっかり考えまして、議会のほうもしっかりご協力を得まして、

うちの借入金については、ほとんど交付税措置が適用される借入金であるということ

はご理解いただきたい、前提としていただきたいと思っております。 

 仮に１０億円借りましても、ほぼその３分の２はですね、元利金の３分の２は国か
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らの交付税措置でなされるということは、ご承知のとおりでございます。 

 ただ、私どもいつも合併当初ですね、合併特例債を活用いたしまして、様々にハー

ド事業等を展開させていただいております。その分で、インフラ整備はかなり進んだ

町になりました。 

 しかしながら、反面借金が増えたのも事実でございまして、これが今後のまちづく

りの課題であるという認識を持っておりまして、私も就任させていただいた以降、極

力借入金の減額に努めたところでございます。 

 しかしながら、借入金の減額を進めることによってですね、地域の活力が失せては

ならないということは、これはもう必要な要件でございます。 

 ですから、私は、健全財政の確立と地域活性化は両輪で進めなければならない。 

 とすればどうすればいいかというと、かつてのハード事業からある程度ソフト事業

によるまちづくりの活性化を図らなければならない。 

 そういった面で、食とか教育とか、そういった分野にしっかり力を入れていくべき

だと、そういった考えで進めさせていただいているところでもございます。 

 それから、借金につきましては、できるだけ借り入れた分を、今、基金があります

ので、繰上償還とか、そして財政のほうで計画を立てておりますけれども、とにかく

償還金以上に借入はしない、というふうなルールを守りながら事業は積極的に取り組

んでいきたいと、そのように考えます。 

 それから、２番目の職員の減の件でございます。 

 私は、合併時の計画にもいくらかかかわりを持たせていただきました。 

 大いにここ８年目にして様変わりしております。まず、予算規模が約２割アップし

ております。当時、やはりここまで福祉予算が増額することは、当時としてはなかな

か見込みづらかったですね。 

 そういったことで、福祉予算が非常に増額いたしまして、その分に伴います国庫金

の補助もありますけれども、一般財源の負担が大きくなった。と同時に、借入金の償

還金も多くなったということでございます。 

 ただ、計画どおりに進んでおりますのは、１つは人件費でございます。ほぼ、これ

は計画どおりにですね、人件費の削減は進められております。 

 タイムリーに法律改正等がありまして、収入役の廃止とか、そういったものも組み

合わせとしてできましたけれども、それでもやはり計画的に一番近いのは人件費の削

減ではなかろうかと思っております。 

 先ほど申されましたように、もっともっと職員でやっているところを民間に委託す

ればですね、削減ができるんじゃないかという話、これまたしかりだと思っておりま

す。と同時に、今後新たな視野を持つとすれば、道州制導入でございます。 

 道州制導入は基礎自治体を大きく変革させます。その折に、新たな事業、新たな事

務が、市町村、基礎自治体に大きく負担となってやってまいります。これは、そう遠

くない時期に、こういった議論が起こってまいりますので、そのことも含めながら、

職員問題というのは考えていかなければならないと思うところでもございます。 

 それから、クロダマルのことを言われました。 

 クロダマルはですね、一つのまちおこしの象徴としてシンボル的に取り組ませてい

ただいております。 

 筑前町は大豆の産地であると。本当に大豆作りだったら筑前町は人材もいるんだ

と、インフラ整備もできているんだと、そういった思いで特徴ある大豆を作ったらと

いうことで、さらに六次産業等について、もっともっと工夫が必要だということだろ

うと思います。 

 ぜひ、農家の方々、商店街の方々、あるいは事業所の方々と連携しながら、特産品

作りに努力をしていきたいと思うところでございます。 
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 あくまで任期もあとわずかでございますので、そういった思いを現時点で持ってい

るというところでございます。以上でございます。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  問題点がちょっと多かったということで、失礼いたしましたが、感想ということで

ですね、お述べいただいたというふうに思います。 

 何と言ってもやはり情報、こうして執行部はこうやっておるんだという情報をです

ね、重複はしながらも繰り返し丁寧に、やはり説明していくということが大事なこと

だろうというふうに思います。 

 せっかく執行部も頑張っているけれども、それが町民の皆さん方にややもすると十

分伝わってなかったとか、そういうことで、特にその手段としてはですね、やはり町

の広報紙が一番情報誌としては高い、高評をいただいております。 

 それから、議会だよりは若干性質が違いますので、やっぱり５０％そこそこだと。

そして、やはり町役場に来られた時にいろんな情報をいただいたり、見たりと言いま

すか、そういう効果があるということで、これまた１２％ぐらいの情報が伝わってお

るということと、ホームページではですね、これは８％、ホームページではですね、

そういった情報が、やはりどういった手段が一番効果があるかということは、やっぱ

りこれはしっかり捉えていかなければならないことではないかなということでござ

います。 

 では、次の質問に移りたいと思います。 

 図書館の問題でございますけれども、２３年度の課題から質問をさせていただくと

いうことでございます。 

 通告書に、１、２番は通告させていただいておりましたけれども、今後の課題、改

善点ということで、質問をさせていただきます。ご了承いただきたいと思います。 

 図書館は、記録、その他必要な資料を収集し、整理、保存された中で一般住民の利

用に供し、その教養、調査研究、レクレーション等に資することを目的とする。わが

町も生涯学習社会を迎え、多種多様な要望が求められる中で、情報、知識を得ること

によって成長し、文化的生活を希求していく手段でもあります。 

 住民の乳幼児から高齢者までが必要とする要求に幅広く答えるために、自治体が設

置し運営する、まさに基本的な使命でもあります。 

 そこで、合併後８年を経過しましたが、図書館運営に見直しあるいは改善されてき

たのか、この点にまずお答えいただきたいと思います。 

 議  長  生涯学習課長 

生涯学習課長  お答えいたします。 

 まず、本町には２つの公共図書館がございますけれども、この公共図書館について

は、町民の多様な生き方、考え方に忚えるため、誰でも、いつでも、どこでも、どん

な資料でも利用できる図書館という方針のもとに運営し、町民の暮らしに役立つ図書

館サービスに努め、また、すべての町民に親しみやすく、入りやすく、利用しやすい

開かれた図書館づくりというのを目標に掲げてやってきたところでございます。 

 ２３年度、そういうことからですね、利用状況につきましては、貸出人数では約１

０万人、そして貸出冊数では３８万冊ほどの貸し出しが、利用があっております。 

 その貸し出しに、本は貸し出さずにですね、図書館を利用される方でも約１５万４

千人ほどの方が利用をされております。 

 これまで図書館の運営につきましては、図書館の経費削減を図っていくために、町

の職員の館長を以前は配置しておりましたけれども、それも配置をやめてですね、ま

た、町職員も配置をやめ、業務の委託の内容を見直して、現在は生涯学習課長が館長

も兼ねているというような状況でですね、サービスは落とさず運営経費の節減に努め
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てきているということでございます。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  今、担当課長からお話がございましたように、確かに図書館としての使命、そうい

ったことについては、しっかりいろいろ利用の調査、そういったものも努力されて、

やはり親しみやすい図書館を目指されておるというお話でございました。 

 確かに図書館は、維持管理の面からしますと、相当費用がかかっておるということ

は間違いないわけです。 

 その数字も、私は一忚分かっておりますけれども、いずれにしましても今後、いろ

んな費用対効果は度外視しました形でも、図書館の運営はしっかり今後もやってもら

わなければならないわけですが。 

 次に、障がい者サービスについて、さらに拡充するため、効率的な方法で調査研究

を行い、早急に実施するとありますが。 

 障がい者サービスは、以前から尐しずつやってこられたのではないかなと思います

が、この点についてもお答えいただきたいと思います。 

 議  長  生涯学習課長 

生涯学習課長  お答えいたします。 

 障がい者へのサービスについて、でございますけれども。 

 現在、拡大読書器の設置、あるいは大きな文字の本、録音図書の貸し出し、朗読の

ＣＤの設置とかですね、広報の録音したテープ、そういったものの貸し出しです。 

 それから布絵本の貸し出し、菊池園とかグループホームさくらですね、そういった

障がい者の入所施設への団体貸し出し、それから直接貸し出しが困難な方につきまし

ては、代理登録をしていただいて代理貸し出しを実施しております。また、希望があ

ればですね、対面朗読も実施をいたします。 

 今後の検討課題といたしましては、点字資料の希望者への対忚、この場合には点字

図書館とのネットワーク化というのも必要になってまりいますけれども、そういった

ことや、図書館に来館できない交通弱者への対忚など、障がい者へのサービスについ

て、研究に努めてまいりたいというふうに考えております。以上でございます。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  私は、はっきり申し上げまして、あまり図書館を利用しない立場でございましたの

で、今、課長からいろいろ、縷々、障がい者に向けてのサービスというのはいろいろ

あるんだなということを、改めて知ったわけでございます。 

 次の質問です。 

 住民の生涯学習拠点として、住民のニーズに即した資料提供に努めていく、利用者

の中から要望等はあったのか、あればその対忚はどう考えてあるのかということで、

お答えいただきたいと思います。 

 議  長  生涯学習課長 

生涯学習課長  お答えいたします。 

 住民の生涯学習拠点としてということですけれども、それから、住民のニーズに対

忚するためということですが。  

 これまで図書館のシステムのネットワーク化というのを、県内の他市町村に先駆け

て実施したり、公共図書館と学校図書館との連携を深めるための取り組み、それから、

以前は両館が月曜日が休館でしたけれども、それをずらすことによってですね、利用

しやすく努めてきたところです。 

 また、サービスの充実ということで、本の予約とかリクエスト制度の活用、それか

ら、他の図書館への相互貸借、レファレンスへの対忚などですね、そういったことで

サービスを充実してまいりました。 
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 また、昨年の１０月にはですね、利用者へのアンケート調査を実施いたしまして、

その結果からは、内容としては利用満足度をですね、例えば標示の内容とか案内標示、

それから資料の充実、設備とか環境面での満足度がどうなのかということを聞いたわ

けですけれども、全体的に「満足」と答えた方が６９％、「普通である」というのが

２６％、「満足してない」「不満」という方が５％という結果でございました。 

 ただ、いろんな回答の中では、他の図書館と比較して使いやすく満足しているとい

う声がたくさんありましたし、あと利用マナーの悪い方への注意などの要望に耳を傾

けて、より良い図書館づくりに目指しているところでございます。以上でございます。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  課長もご案内と思いますが、今、電子書体と言いますか、タブレットと言いますか、

そういったものが、あれを通して読書ができるという、値段も高いんですけれども、

そういったものがはやってきておるというか、普及してきておるということでしょう

が、図書館は図書館としての使命が十分あるということは分かりきっておりますけれ

ども、そういった電子文書体に対して、何か学ぶということよりも取り入れると言い

ますか、一部を参考にするとか、そういうことは図書館運営の中では問題に上がりま

せんでしょうか。この点を、分かりましたらお答えいただきたいと思います。 

 議  長  生涯学習課長 

生涯学習課長  お答えいたします。 

 電子書籍ということだと思いますけれども、現在のところは導入については考えて

はおりません。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  一部活用ということで、今後検討課題とか、そういうことで考えられたのかなとい

うことでございました。 

 最後の質問に移りますが。 

 住民の知識や技術を生かす場所づくりのために、図書館とボランティア会員の共同

活動をさらに充実させたいという取り組みがありますけれども、この点について、ボ

ランティアの協力、そういったものについて、どう考えてあるのか。 

 議  長  生涯学習課長 

生涯学習課長  お答えいたします。 

 現在、ボランティア団体につきましては、図書館のボランティアにつきましては、

２３年度末で８団体、４０人の方と、それから個人で３４名の方が会員として登録を

して活動をしておられます。 

 内容といたしましては、読み聞かせ、本やＤＶＤの修理、それから図書館内のいろ

んな掲示物とかの環境整備、それから、お話会などへの行事ですね、図書館で行って

いる行事への協力ボランティアなどに来ていただいております。 

 図書館にとりましては欠くことのできない存在であり、こういった奉仕活動に心か

ら感謝するものでございます。 

 先日、２月１５日に図書館のボランティアの方々を一堂に会して、ボランティア交

流会を実施しました。各ボランティア団体の活動の紹介とか情報の交換、意見交換を

通してですね、さらなる活動の充実に努めておるところでございます。 

 今後はですね、図書館ボランティアの研修会、それから、先ほど申しましたボラン

ティアの交流会をですね、今、年１回やっていますけれども、それを来年度は２回に

増やしてですね、より充実していきたいと思っていますし、また、ボランティアの方

が研修を取り入れてほしいという要望もございますので、支所が行うお話会等にです

ね、来ていただいて、そこで研修を兼ねて行うというようなことも、来年度は取り入

れていきたいというふうに考えておるところでございます。以上でございます。 
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 議  長  福本議員 

 福本議員  確かに、ボランティアの方はあらゆる場面に出向かれて、特にその恩恵は、やはり

図書館としては相当受けられておると思いますけれども。 

 やはり協働のまちづくりを今後進めていく中では、極めてボランティアの方の貴重

な、私は、存在であるというふうなことだと思います。 

 そういうことで、ボランティアの活動もしっかり受け入れてやっていただきたいな

と思います。 

 先日、３日前でしたか、中牟田小学校に行きましたんですが、そこで各子どもさん

を持たれておる保護者の方が、そういった採点とかですね、そういうことで、保護者

の、親の方が協力してありました。 

 いろんなところでやっぱりボランティアの方が協力してあるんだなということで、

ありがたくお礼を申し上げてきたわけですけれども。 

 そういうことで、今後も図書館は、やはりボランティアなくしてはなかなか運営も

厳しいということを申し上げて、次の質問に移ります。 

 最後でございますけれども、体罰について。 

 文部省は、教員等の児童・生徒への指導にあたり、いかなる場合においても身体に

対する侵害、殴る蹴る等の肉体的苦痛を与えるのは懲戒であって、正座、直立など特

定の姿勢を長時間保持させる体罰を行ってはならないと明記されています。 

 なぜスポーツの世界に多いのだろうか。理由はたぶん簡単だ。 

 １つは、スポーツでは試合において多大なプレッシャーがかかる。練習時ではそれ

ほどでもない、プレッシャーのある中で実力を発揮するのがスポーツの重要なことで

あって、プレッシャーのない場面で実力を発揮してもあまり意味がないとする。練習

の場に緊張感を常に持たせる必要があるためとも言われています。 

 体罰について、賛成か反対かと問われると、難しい。基本的に教育やしつけとして

の意味がある体罰であれば認めてもよいという人もいます。 

 ただし、体罰に至るまでに、口頭での改善を試みたかどうかでも変わるし、体罰の

程度によるので、体罰はできるだけないほうがよいと思います。 

 でも体罰を交えたしつけをすることで改善される場合もあり、その改善がさらに大

きな事故や事件に発展する可能性を尐なくする場合もあり得ると思うのですが、もち

ろんすべてのしつけが体罰で改善されるとは思いません。ただ、体罰の必要性も条件

付きだと思います。 

 体罰の条件など基準を定めるのが難しい現実があり、あくまでも条件付きの体罰

は、教育やしつけとの観点から考えなければならないと記述されています。 

 ところで体罰を理由に処分された教職員数は、参考までですが、全国の小中高と特

別支援学校で体罰を理由に処分された教職員数は毎年４００人前後で、これも１０年

間も続いてきておるということだそうです。 

 そこでわが町も国の指導に基づいて、教師による体罰の調査はされたのか、お答え

いただきたいと思います。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  お答えいたします。 

 体罰の実態把握につきましては、マスコミ等で報道されていますように、文部科学

省の依頼に基づきまして、県教育委員会が示した内容と方法によりまして、現在、各

学校で調査を実施しているところでございます。以上でございます。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  今、調査依頼しておるということですが、これは、果たして調査はできるのでしょ

うか、心配いたしますけれども。これは、期待したいというふうに思いますが。 



 19 

 そうしますと、２番目にですね、体罰があるとすれば、その実態は、とか言っても

分からないですね、この点どんなですか。 

 議  長  大雄教育長 

 教 育 長  お答えいたします。 

 現在すべての教職員及び児童・生徒、保護者に対するアンケート調査を実施し、回

答の中に、体罰に関する記述があった場合は、そのすべてについて、学校長が、教職

員及び児童・生徒、保護者から聞き取り調査を行い、教育委員会と連携して、それが

体罰に当たるかどうかを判断し、体罰であると認められた場合には、県に報告するこ

とといたしております。 

 現在、各学校とも同じ手項で調査を実施しており、報告書は筑前町教育委員会に３

月２９日までに、県には４月１７日までに提出することにいたしておりますので、実

態につきましては、その時期に町議会へもご報告をさせていただきたいと、そのよう

に思っております。 

 なお、今回の調査前に、中学校から１件の報告を教育委員会は受けておりまして、

事情聴取等を実施をし、教育委員会として当該教員に対して厳重注意の指導を行って

おります。以上でございます。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  確かに報道では、朝倉市も何か問題があったという報道があっておりましたけれど

も、ないに越したことはないんですけれども。 

 これは、３番目の最後の問題ですが、基本的なことなんですけれども、体罰は教育

委員会と学校でですね、どういうふうに共有され、また、認知されているのかという

ことで、これは、基本的なことだろうと思いますけれども、この点ご回答をお願いし

ます。 

 議  長  大雄教育長 

 教 育 長  お答えいたします。 

 学校教育法第１１条には、校長及び教員は、教育上必要があると認められる時は、

文部科学大臣の定めるところにより、学生、生徒及び児童に懲戒を加えることができ

る。ただし、体罰を加えることはできないと規定をされております。 

 懲戒と体罰に関する考え方につきましては、文部科学省が裁判例の動向等も踏ま

え、平成１９年度にとりまとめ通知しており、懲戒、体罰に関する解釈運用について

は、この通知によるところでございます。 

 筑前町教育委員会も各小中学校も、この通知に沿って判断、対忚を行っております。 

 それによりますと、教員等が児童・生徒に対して行った懲戒の行為が体罰に当たる

かどうかは、当該児童・生徒の年齢、健康、心身の発達状況、当該行為が行われた場

所的及び時間的環境、懲戒の対忚等の諸条件を総合的に考える、個々の事案ごとに判

断する必要があると、そのように示されております。 

 今回の調査におきましてもこの考え方に基づき、体罰に当たるかどうかの判断をし

ているところでございます。以上でございます。 

 議  長  福本議員 

 福本議員  この体罰問題は、短時間で解決する問題ではないし、やはり長年脈々と教育という

名の下に受け継がれてきた、やはりしつけも含めた形で脈々と指導されてきた中の、

一つの手段でもあったかもしれませんけれども。 

 やはり子どもにある程度、なぜ罰を受けておるのかとか、そういったことがやっぱ

り子どもにしっかり、その理由と言いますか、そういうものがやっぱり子どもに分か

ってもらわなければ、やはりいきなりとか、すぐ手を上げるとかいうことになるとで

すね、やっぱり子どもは反発の、やっぱりどうしてもそういう判断をするわけですが、
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今後教育委員会もこの問題でかなり苦労されるだろうと思いますけれども、どうか健

全な学校づくりのために頑張っていただきたいなということをお願いして、私の質問

を終わります。ありがとうございました。 

 議  長  これにて、７番 福本秀昭議員の一般質問を終了します。 

 休  憩  

 議  長  ここで、休憩をいたします。 

 １１時１５分より再開いたします。 

（１１：０７） 

 再  開  

 議  長  休憩前に引き続き、一般質問を行います。 

（１１：１５） 

 議  長  ５番 石丸時次郎議員 

 石丸議員  通告に従い、項次質問をします。 

 その前に一言述べさせていただきます。 

 「冬来たりなば春遠からじ」と言われますが、とりわけ東北地方には一日も早い復

興という春が訪れることを心から願うものです。 

 さて、私が初めてこの場に立たせていただいたのが、２年前のこの３月議会でした。

初めての議会、そしてたいへんな緊張の中での一般質問であったことを、今思い起こ

しているところであります。あれから２年、あっという間の時間の経過でありました。 

 田頭町長におかれましても、１期４年を終えようとする今日、それは駆け足のごと

き４年間であったのではないかと推察をしているところであります。まさしく光陰矢

のごとしであります。 

 それゆえに、町長が日頃より口にされています「日々是新たなり」を、私も肝に銘

じ、残りの２年間さらに精進に努めていく決意を新たにしているところであります。 

 それでは、質問に入ります。 

 まず、１点目は、今後の町の財政上の問題からしても大きな課題の１つであります

生活困窮者対策についてです。 

 昨年１２月の衆議院選挙において自民党が復権し、安倍内閣がスタートして３カ月

になろうとしています。 

 安倍首相は、今日の我が国にとって最大かつ喫緊の課題は経済の再生とし、そのた

めに大胆な金融政策、機動的な財政政策、そしてみな款投資を喚起させる成長政策の

三本の矢で経済再生を推し進めようとしています。 

 また、安倍首相が打ち出した経済政策、いわゆるアベノミクスを受けて、円安株高

が進行し、今のところ項調な滑り出しを見せているようです。 

 一方、消費税率のアップをはじめ地方公務員給与や生活保護の引き下げ、これらは

庶民の負担増を招き、結果的に地方の経済や生活にも悪影響を及ぼすのではという指

摘もあるようです。 

 とりわけ生活保護の見直しについては、当事者に大きな不安を与えています。 

 もちろん不正受給や逆転現象等の問題については、早急に解消すべきであり、その

意味では適正な是正は必要であると考えますが、そこではこの制度が生活困窮者にと

って、最後の安全網であることを留意しておくことが大切であろうと思います。 

 そこで、担当課長にお聞きします。 

 生活保護受給者は、昨年１０月現在、全国で２１４万人を越え、過去最多を更新し

ました。１２年度の支給総額は３．７兆円に達する見込みで、国や自治体の財政を圧

迫する要因ともなっています。 

 そこで、まず本町における受給者の推移について、お聞かせください。 
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 議  長  福祉課長 

 福祉課長  お答えいたします。 

 筑前町の生活保護世帯数につきまして、過去４年間の推移をお答えいたします。 

 北筑後保健福祉環境事務所で確認をしておりますが、平成２０年度１２５世帯、平

成２１年度１４０世帯、平成２２年度１５８世帯、平成２３年度１６８世帯でござい

ます。いずれも年度の平均世帯数でございます。この間、４３世帯の増でございます。 

 直近で申し上げますと、１月末での生活保護世帯数１７３世帯でございます。以上

です。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  本町においても増加傾向にあるということを確認したところで、次の質問へ移りま

す。 

 マスコミ報道等によりますと、受給者の８割以上は高齢者や母子家庭、障がい者や

病気の人が占めているとのことですが、最近では働ける世代でも保護を受けざるを得

ない人たちも増えているとのことです。 

 本町でもそのような人が尐なからずいるのではないかというように思われますが、

６０歳以下で失業による受給者はどのくらいおられるのか、把握しておられましたら

お答えいただきたいと思います。 

 議  長  福祉課長 

 福祉課長  お答えいたします。 

 議員さん言われましたように、全国的に受給世帯の８割が高齢者、傷病者、そして

障がい者世帯の割合ということになっております。 

 筑前町の１月末現在の生活保護世帯数は、先ほど申し上げましたように１７３世

帯、２６４人でございます。その内、稼働年齢層、１８歳以上６０歳未満ですけれど

も、８８人、その内傷病等の就労阻害要因がなく働いていない人が２２人でございま

す。失業の割合は約２５％です。以上でございます。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  それでは、次の質問です。 

 働ける受給者、それの対策についてお聞きをします。 

 働ける受給者に対する対策としては、具体的には就労支援等が考えられる、そのよ

うに思いますが、実際に町としてどのような対策が取られているのか、これをお聞き

したいと思います。 

 議  長  福祉課長 

 福祉課長  お答えいたします。 

 基本的には県のほうの保護課が具体的な行動をしておりますけれども、生活保護受

給者の中で就労可能と判断された人に対しましては、就労支援事業、そういったもの

を適用して、原則月２回程度、必要な方には１週間に１回、北筑後保健福祉環境事務

所の就労支援相談員、この方が面談等を行いまして、求人情報の紹介あるいは必要な

心構え、面接など、受給のアドバイスの支援を行っているということでございます。 

 本町におきまして、本年度、平成２４年度、こういった事業による就労を自立し、

保護廃止に至った方が６人ということで聞いております。以上です。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  今日の厳しい経済状況の中での就労支援対策はたいへん困難であることは承知し

ているところですが、尐しでも受給者を減らし、財政圧迫の一因ともなっています扶

助費の削減という観点からも、一層の努力を要望しまして、次の質問へ移ります。 

 次は、生活保護に至る前の困窮者対策についてです。 

 今回、国の生活保護見直しの中で、生活保護に至る前の困窮者対策を含めた総合的
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な支援策を考えているようです。 

 具体的には、自治体に総合相談支援センターを置くという案もあるようです。 

 やっとと言いますか、いよいよと言いますか、国も本格的な対策を講じようと動き

出しました。町としましても具体的な対策を考えなければならない時期に来ていると

思いますが、町長の考えをお聞きします。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたす前に、まず、担当課長のほうから状況等について、報告させていただ

きます。 

 議  長  福祉課長 

 福祉課長  お答えいたします。 

 生活保護制度の見直しということで新聞報道等があっておりますけれども、具体的

には、県のほうに確認いたしましたところ、厚生労働省、本省のほうでは来週で説明

会、県におきましては、１９日に県での説明会があって、具体的にそのときに制度改

正の内容がはっきりするということで聞いております。 

 ではありますけれども、生活保護の生活に困窮する方が、基本的に困窮者対策とい

うことで、例えば生活保護の申請があった場合には先ほど申し上げましたように、県

のそういった就労支援事業、そういったもので具体的な手立てがあっておりますけれ

ども、なかなか生活保護の申請が上がらない方、そういった方に対しての把握がです

ね、１つの課題ではないかというふうには考えております。 

 特に、町のほうではシルバー人材センター、そういったものが事業展開されており

ますので、地域の高齢者の就業及びその他、社会参加を推進するため、随時就業相談

等に対忚されておりますので、そういったシルバー人材センターとの連携、そういっ

たもので、就労可能な人には情報提供等に努めていくという、そういった支援も必要

ではないかというふうに考えております。以上でございます。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 

 考え方といたしましては、今、課長が申し上げたとおりでございますけれども。 

 議員が申されますように、雇用の問題は極めて重要であるということを、私も認識

しております。 

 企業誘致も、それから地場産業の振興も、まさに目的は雇用でございます。そうい

った意味で、豊洋精工さんが３００人からの採用、ファーマーズマーケットにしても

５０人からの採用、なおかつ出荷者もやはり労働者としてかかわりができるわけでご

ざいまして、そこに３００人からの雇用ができたということでございます。 

 併せまして、幸いにして筑前町にはいろんな事業所が進出してくれます。昨日です

か、ダイレックスさんが私のほうにお見えになりました。そのときに私もお願いした

のは、しっかり雇用を地元でお願いしたい、そのことをお伝えしたところでございま

す。みなみの里につきましても、障がい者の方も１人採用させていただいております。 

 また、町の事業に、事務におきましてもですね、そういった方々に合うような、適

当な事業があればですね、紹介等をしていきたいと、そのように考えております。以

上でございます。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  ありがとうございます。 

 何事においてもそうだろうと思いますが、問題が起きてからの対忚では、時間も費

用もかかりすぎます。やはり水際対策が重要であろうと考えます。生活保護の問題も

同様であります。 

 町としてもたいへん大きな課題でありますが、行政がなすべきことは、町民の命や
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生活を守る、このことにあります。その基本に立ち返り、ともに知恵を出し、汗をか

くことを申し述べ、次の質問へ移ります。 

 ２点目は、土曜授業についてです。 

 この土曜授業につきましては、その趣旨からして、保護者をはじめ地域住民の理解

と協力が欠かせないものであることは、先の議会でも申し述べたとおりであります。 

 したがって、結論を急ぐ必要はないと思いますが、今日までどのような検討がなさ

れてきたのかをお聞きしたいと思います。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  お答えいたします。 

 土曜授業につきましては、議員仰せのとおり、本年度６月及び９月の町議会におい

て答弁いたしましたように、１点目としまして、授業時数の確保が目的ではなく、学

校週５日制の趣旨を踏まえた適切な授業が実施されること、２点目として、児童・生

徒の身体的負担や保護者の経済的負担が新たに生じることがないこと、３点目とし

て、通学路の児童・生徒の安全面が確保できること、４点目として、保護者、地域住

民、関係団体の皆様からご理解が得られること。 

 以上の４点を踏まえまして、保護者、地域住民の皆様からのご意見をいただくとと

もに、特に学校運営協議会におきまして、検討、協議を重ねていただいたところでご

ざいます。 

 協議の主な内容といたしましては、土曜授業を実施する場合の方向性や実施内容、

回数等について、さらには土曜授業のあり方の一つとして、食の教育等の生活体験や

自然体験を伴う取り組みや学校と地域が連携した地域防災教育の実施についても、併

せて検討をお願いしたところでございます。 

 各運営協議会の協議の結果としましては、保護者や地域との連携や総合理解が深ま

ることを目的とした行事を行う、保護者や地域住民が学習活動に参加、協力できる行

事で、現在実施している行事の中から検討する。実施回数は年２回から３回程度実施

する。児童・生徒及び教職員の過度の負担にならないような配慮が必要、このような

検討結果のご報告をいただいたところでございます。以上でございます。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  ありがとうございます。 

 次の質問の、教育委員会としての方向性、それも含まれているというふうに考えま

したが、熟議を踏まえた上でですね、具体的に、例えば来年度からとかということで

お答えができればお願いしたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

 議  長  大雄教育長 

 教 育 長  お答えいたします。 

 教育委員会といたしましては、学校運営協議会における協議の結果を受けまして、

平成２５年度の土曜授業につきましては、学校週５日制の趣旨を踏まえ、各学校運営

協議会で協議いただいた内容を尊重しつつ、土曜授業を通じて、学校が保護者や地域

住民との連携、協力を深めることができる行事を中心に実施をしたいと考えており、

次年度の教育施策にも、自然、生活、社会体験等を伴う土曜授業の推進を掲げ、取り

組みを進めてまいることにいたしております。 

 実施回数は、年２ないし３回程度、実施内容といたしましては、小中学校が共通し

て取り組むものとして、地域と連携した防災教育、また各学校が独自に取り組むもの

といたしまして、学習公開や食の教育にかかわる体験学習、文化発表会等の行事の実

施が考えられております。以上でございます。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  本年１月１６日付朝日新聞に、土曜授業を保護者が評価という見出しで、県内の先
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陣を切り、４校すべての小中学校で土曜授業を復活させた芦屋町の各校が、保護者ら

のアンケート結果を公表しました。 

 それによりますと、土曜授業の評価を聞いたところ、「よい」と「もっと増やして

ほしい」などの賛成派が、４校とも８割を越え、「尐し減らす」と「反対」は各校と

も２割未満だったとのことです。 

 ただ、子どもの意見は正反対で、芦屋中が生徒に聞いたところ、「反対」と「回数

を減らす」は、合せて６割を越えたとのことです。 

 この結果をどう見るかはさておき、本町では土曜授業の趣旨をしっかりと土台に据

え、地域性や自然豊かな特性を生かした独創的なものができたらいいなと願っている

ところです。 

 そのような方向で、今後とも熟議を重ねていかれることを要望しまして、次の質問

事頄へ移ります。 

 ３点目は、部活指導についてです。 

 先ほど福本議員のほうからも体罰についてありましたので、若干重なるところがあ

ると思いますが、たいへん重要な問題ですので、私のほうからも質問をさせていただ

きます。 

 大阪市立高校で部活顧問の教諭から、体罰を受けた男子生徒が自らの命を絶つとい

う悲劇が起きたことは、すでに周知のとおりであります。 

 しかも、それが教育現場の出来事だけに、その衝撃は計り知れないものがあります。

失う必要のない尊い命でした。二度とこのような悲劇を繰り返さないためにも、早急

に対策を講じる必要があります。 

 そこで、実態調査について、お聞きしたかったわけですが、先ほど回答がありまし

たので、それは結構だと思います。 

 ところで、今回の問題を受け春日市教育委員会は、市内小中学校の全教職員を対象

に、体罰の意識調査をしました。 

 その結果、体罰をしたことがある教職員は、中学校で６割超、小学校でも４割弱と

いう結果でした。決して対岸の火事ではないのではないかというふうに考えていま

す。しっかりとした調査をお願いします。 

 先ほどの大阪市立高校はスポーツ部活動が盛んで、男子バスケット部は過去５年間

でインターハイに３回出場している、いわゆるスポーツ強豪校です。 

 このような学校現場では結果が求められることから、体罰などの行き過ぎた指導が

行われる温床になっているとの指摘もあります。 

 今回の悲劇は、そうした背景が１つの要因としてあったのではないかと思われます

が、いずれにしましても、若い尊い命が、このような形で失われていくことは許され

るものではありません。 

 そこで、部活の意義、指導のあり方等を含めた教育が再度必要と考えますが、教育

委員会としての考えをお聞かせください。 

 議  長  大雄教育長 

 教 育 長  お答えいたします。 

 部活動は、生徒の自主的、自発的な参加により行われるものであり、その意義は、

スポーツや文化及び科学等に親しませ、学習意欲の向上や責任感、連帯感の涵養、互

いに協力し合って友情を深めるといった好ましい人間関係の形成等に資するもので

ございます。 

 また、教員等は部活動の指導にあたり、いわゆる勝利至上主義に偏り、体罰を厳し

い指導として正当化することは、誤りであるという認識を持たなければなりません。 

 このような部活動の意義と指導のあり方につきましては、体罰禁止の徹底ととも

に、各学校に通知いたしておりまして、今後も教職員の指導を徹底してまいりたいと、
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そのように考えております。以上でございます。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  最後の質問です。 

 今回の大阪市立高校の事件を受けて、スポーツ界での体罰問題が大きな波紋を呼ん

でいます。 

 個々の事案につきましては、新聞報道等でご存じだと思いますので、ここでは申し

上げませんが、一方でスポーツを通して人格を磨くなどの、教育の一翼を担ってきた

ことも間違いないことであると思います。 

 先ほどの質問と重なるところがあると思いますが、今回の大阪市の事件を通して、

教育現場における部活動のありようが問われていると思いますが、その点について、

教育長のお考えをお聞かせください。 

 議  長  大雄教育長 

 教 育 長  お答えいたします。 

 大阪市で発生した部活動中の体罰が背景にあると考えられる高校生の自殺事案に

つきましては、筑前町教育委員会といたしましてもたいへん深刻に受け止めていると

ころでございます。 

 学校における児童・生徒への体罰は、法律により明確に禁止されており、児童・生

徒の人間としての尊厳や自尊心を著しく傷つけるものでございます。 

 体罰による指導では、正常な倫理観を養うことはできず、むしろ児童・生徒に力に

よる解決への思考を助長することなり、学校と児童・生徒、保護者との信頼関係を大

きく損なうことにも繋がってまいります。 

 教育委員会といたしましては、今後とも学校と連携をし、児童・生徒の人格を尊重

し、一人ひとりを大切にした教育的配慮に基づく生徒指導の推進に努めてまいる所存

でございます。以上でございます。 

 議  長  石丸議員 

 石丸議員  教育現場に限らずスポーツを通して学ぶべきもの、それは、他の分野では学びよう

のない多くの大切なものがあると思います。 

 勝ったときの喜びは、本人やチームはもちろん関係者や多くの人々にも感動を与え

てくれます。 

 逆に負けたときの悔しい涙は、ある意味勝ったときの何倍も学ぶことが多いことを

教えられていきます。 

 私には未だ心に残っている言葉があります。それは、高校の剣道の時間、顧問の先

生が言われた「心正しからずば、剣また正しからず」という言葉です。今回の事件を

機に、改めて心に深く刻み直しているところです。 

 また、人は何を成しえたかよりも、何のために、私はそのように理解し、これから

も私の人生訓の一つとして、大切にしていこうと思っています。 

 以上で、私の質問を終わります。 

 議  長  これにて、５番 石丸時次郎議員の一般質問を終了します。 

 休  憩  

 議  長  ここで、休憩をいたします。 

 午後１時より再開をいたします。 

（１１：４２） 

 再  開  

 議  長  休憩前に引き続き、一般質問を行います。 

（１３：００） 

 議  長  １５番 矢野勉議員 
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 矢野議員  通告に基づきまして、質問をさせていただきたいと思います。 

 一番最初に、行財政改革大綱の策定について、ということであります。 

 これにつきましては、１２月の定例会の一般質問のときに、本来ならここまで行こ

うと思っていたんですけど、そこまで行き合わせなくて時間の関係もありまして、途

中で質問が終わったような状況でしたので、それも含めて質問をさせていただきたい

と思っております。 

 この行財政改革の必要性でありますけど、当然、町長以下執行部の方は当然知って

あると思いますけれども、総合計画を確実に実現するための体制整備を図るために

は、行財政改革が必要だということで、以前からずっと行財政の大綱を作ってきたと

ころであります。 

 本町においても後期基本計画の中に、自立した自治体経営の推進施策の方針に、地

方分権、地域主権時代に即した真に自立可能な自治体経営の推進に向け、さらなる行

財政改革を積極的に推進しますというものが謳ってあります。 

 こういうことから、ぜひ行財政改革大綱を策定をお願いしたいというふうに思って

いるところであります。 

 特に本町については、合併をして１７年から５年間、２１年度まで行財政改革大綱

が策定されておりました。 

 国においては、平成１７年の３月に地方公共団体における行政改革の推進のための

新たな指針の策定ということで、総務事務次官のほうから通達がなされておるところ

であります。 

 その後、さらに１年半後ですけど、平成１８年８月末ですけれども、地方公共団体

における行政改革のさらなる推進のための指針が策定をされております。今、これに

基づいて各自治体が策定をされていると。 

 特にこの中には、本町もやっておりますけど公会計の関係も謳ってあります。 

 本町はそういうことで、公会計についてはされておりますけれども、行財政改革大

綱がですね、計画というふうに言ってもいいでしょうけど、それが策定されてないと

いうことですので、これについてですね、今後どう考えてあるのか、お尋ねしたいと

思います。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  それでは、私のほうからお答えをさせていただきたいと思いますが。 

 今、議員が申されます行財政改革大綱の策定につきましては、町にとりましては、

とても大きな重要な政策課題であるというふうに認識をしております。 

 しかし、目前に町長選挙も控えておりますので、私のほうから、まだ形としては何

もございませんけれども、事務レベルで考えておりますことを申し上げまして、答弁

にかえさせていただきたいと思っております。 

 今、議員のほうからですね、第一次行政改革大綱、いわゆる集中改革プランについ

ては言われたとおりでございまして、この中で、筑前町も１７年度に策定をし、２１

年度までの５年間取り組んでまいったところでございます。 

 この中では、特に職員数の問題とか職員給与費削減の問題とか、そういう問題につ

いては、明確な数値目標の設定を行いながら、さらに民間委託等のアウトソーシング、

そういったものが進められて、その取り組みを毎年報告していたところでございま

す。 

 しかし、どちらかと言いますと、内部の事務事業の見直しに終わっていったかなと

いうところはあるようでございます。 

 そして、このことを終えましてですね、実は第二次の行財政改革大綱の策定を目指

してもおったんですけれども、ちょうどその時期にですね、人事評価制度あるいは行

政評価制度の導入という、新たな改革に着手をすると、そういうことになりまして、
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国からさらなる指針ということでありましたけれども、第二次の策定については見送

ってきたところでございます。 

 さて、今、申されました議員からの行政改革大綱を策定すべきではないかというご

質問でございますけれども、国の指導も十分承知をしております。また、そういうこ

とを作っていくべきであろうという考え方も持っておるところでございます。 

 そしてさらに、これも先ほど議員が申されましたけれども、町の後期基本計画の中

では、自立した自治体経営の推進ということで、ここに７頄目ですね、もう申し上げ

ませんけれども、掲げております。 

 それぞれ議員の質問の趣旨の中に書いておられますことについては、十分網羅をし

ている内容でございますけれども。 

 その７番目にですね、合併検証の実施ということを書いておるところでございま

す。このすべての頄目についてはですね、大体行政改革大綱の中には盛り込まなけれ

ばいけない問題だと思っているわけでございますけれども、今申し上げました、この

７番目の合併検証の実施でございますが、これにつきましては、筑前町が誕生いたし

まして丸８年を迎えようとしているわけでございます。 

 この実施はですね、やっぱり合併をしました筑前町にとっても大きな課題であろう

というふうに認識をしております。 

 この合併検証でございますけれども、これはもう矢野議員が一番ご存知だと思いま

すけれども、合併協議で３７の合併協定頄目、そして、尐し数えてみたんですけれど

も、約１，１００の事務事業を協議してまいったわけでございます。 

 その内容が、合併時に統合するものとか、合併時に廃止をするものとか、合併後に

再編しようとか、合併後しばらくしてどうかしようとか、そういういくつかの分類を

されてですね、今日まで行政が進められてきておるわけでございます。 

 これは、やっぱり１０年が目前に迫っておりますので、一つ一つやっぱり検証する

必要があるというふうに、これも考えておるところでございます。 

 この検証をどう具体的にやっていくかについては、まだ十分に協議をしなければな

らないと考えておりますけれども。 

 先ほど申し上げました総合計画の主要施策の視点、この７頄目ございます。それと

議員ご提案の行財政改革大綱の視点から、これをどのようにですね、リンクをさせな

がらこの１０年検証をやっていけばいいのか、その辺が一番大きな課題ではないかな

というふうに考えておるところでございます。 

 いずれにしても、常に行財政は見直していかなければいけない課題でございますの

で、そういう方向でですね、十分検討をさせていただきたいというふうに考えておる

ところでございます。 

 以上で、答弁を終わります。 

 議  長  矢野議員 

 矢野議員  十分検討をお願いしたいと思っておりますけど、一忚参考までなんですけど、２４

年の１０月に国のほうが行革の計画を作ったかどうかという調査をやっています。 

 全国的にみると、市町村の数１，７１９ありますけど、１，４２４団体が策定をし

ているという、８３％ですね、全国で８３％の市町村が策定をしているという状況で

す。 

 これはどういうことかと言うと、行革の大綱すべてを取り込んだやつと、頄目別に

１つでもしておったら該当になっているんですけど、本町の場合は、それが該当にな

ってない。 

 その理由はなんでかというと、よく分からなかったんですけど、行政評価をやって

いるということで、行革の計画を作ってないんだという書き方がなされているために

そうなっているのかなという気はしてます。 
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 福岡県内では６０団体ありますけど、４９団体、８１％が策定をしているという状

況で、都道府県については、熊本県だけが策定してないという話になっているようで

すけど、ぜひこの件についてはですね、やはり今、総務課長が十分認識されていると

いうふうに理解していますので、ぜひそういう中での計画はぜひ作るべきだと。 

 具体的な数字をやっぱり入れ込んで、職員数もそうですけど、財政の面もそうです

けど、すべての数字を網羅して、筑前町はこういうふうに、具体的に今後やっていき

ますよという、３年か５年でもいいですけど、具体的なその数字を出して、やはり定

義しながら、それが本当に実行されているのか、それを検証する必要が、私はあると

いうふうに思っていますので、それについてはよろしくお願いしたいと思っています

し、いろんな本を読みますと書いてあるんですけど、総合計画それから財政計画、そ

れから行革大綱ですね、この３つが相まって町の行政運営の戦略になるんだというふ

うな言い方なんですね。 

 私もそう思うんですよ。そういう計画、大きなこの３つは作って、町民の方にみん

な定義しながら、これはこういうふうにやっているんで、今後こうなります。そして、

今はこうなっていますよというのを分かりやすく、具体的に説明できるという。 

 だから、数値まで盛り込んだ計画をですね、ぜひ実行していただきたいと思ってい

ますので、再度、町長なかなか、今度選挙がありますのでですね、なかなか難しいと

は思いますけど、私、町長に聞きたいと思っているんですけど、総務課長のほうから

お願いします。 

 議  長  総務課長 

 総務課長  私のほうからお答えいたします。 

 今、国県の動向もですね、矢野議員のほうからありました。そのとおりでございま

す。 

 ただ、筑前町もですね、定員適正化計画だけは作っておったんですけれども、そこ

がどう取り違えがあったのか、この中に入ってないようでございますけれども。 

 今、まさに申されたようにですね、作ればですね、やっぱり明確な数値基準を出し

ていくべきだろうと思います。 

 特に、今、隣の朝倉市がですね、第二次の朝倉市行政経営改革プランというのを作

っております。それぞれにもう具体的にですね、その中に担当課を入れて、特に、私、

今回気付きましたのは、やっぱり補助金カット、補助金の問題、それから施設の統廃

合問題、指定管理者問題、やっぱりこの問題が多いんですね。 

 先ほど私も第一次の問題を申し上げましたけれども、非常に内部の問題については

大体簡素合理化をしているつもりでございますけれども、もし今回第二次ということ

で作っていけば、その辺に大胆に踏み込んだ内容を作らなければ、やっぱり効果が上

がるものではないんじゃないかなということを考えております。 

 そういうことを考えれば、まさにこの行革大綱がですね、行政サービスともろ刃の

剣になってくるところも十分あるんではないかなと、そういうことの認識をしながら

ですね、十分検討をしていかなければいけないというふうに考えているところでござ

います。以上でございます。 

 議  長  矢野議員 

 矢野議員  私も、朝倉市の３カ年の、２２年から２４年度までの３カ年の朝倉市行政経営改革

ブランというのを作ってあります。 

 これを読みましたけど、すごい内容が充実した、数値を確実に入れ込んで、それが

どうなっているのか、分かりやすく、今、見れば分かるという、今後のあり方がはっ

きり見えてくるという、そういう行政の経営の改革が表れていますので、そういう作

り方をですね、ぜひ町長今度２期目を挑戦されますので、そういうことに当然なると
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いうふうに、町長がなられると思っていますのでですね、それをぜひ実行を前向きに

検討されて、ぜひ策定をお願いしたいと思っていますので、よろしくお願いしたいと

思います。 

 次に進みます。 

 中学校の部活動についてということで、まず、三輪中学校に陸上部がないんですけ

れども、中体連等では、三輪中学校の代表として出ているという状況でありますが、

この三輪中学校の陸上部の位置づけですね、これをちょっと説明をお願いしたいと思

います。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  お答えいたします。 

 議員ご質問の三輪中の陸上部ということでございますけれども、かつては陸上部と

して三輪中にございましたが、現在では廃部となって、陸上部という部は現在あって

おりません。 

 中体連等の大会につきましては、大会記録等をクリアできる選手等を選抜して、三

輪中の選手としてですね、三輪中代表として出場をしております。以上です。 

 議  長  矢野議員 

 矢野議員  三輪中に陸上部がないということは分かっていたんですけど、以前の三輪中学校の

陸上部がありました。そのときに江藤先生という方がおられて、すごい指導力を持っ

た先生で、三輪中の子どもたちを百何十人という部員がおって、もう陸上部が中心と

して三輪中学校があるような状態でありました。 

 その方がどんどん指導力がすごい方で、三輪中の陸上部については、福岡県内でも

１、２を争うくらいになりました。 

 その後夜須中学校に移動されました。今度は夜須中学校では福岡県一になるような

チームを作られました。 

 その後比良松に行かれた。比良松でまたすごいチームを作られたという先生がおら

れるんですけど、この方が現在三輪中学生の子どもたちを、小学校の横のふれあい広

場で指導をしてあります。毎朝、早朝、６時半ごろから１時間ぐらい指導されている

んですけど。それに私も一度行って、いろいろ話をさせていただいたんですけど。 

 私がちょっと心配したのは、学校に行く前に、ふれあい広場に子どもたちが全部自

転車で行って、それから終わって中学校に行かれるということで、中学校の子どもた

ちがよそに、学校に行く途中に、何か事故があった場合について、どうなるのかとい

う心配がものすごくあったものですから、そういう取り扱いで、今のやり方でいいの

かなという気持ちがありました。 

 その後、２月４日の新聞やったですかね、西日本新聞に書いてあったんですけど、

大牟田市で開催された西日本中学校駅伝大会で女子が８位になったという、これは、

中国の山口県からも参加された大会みたいだったですけど、その中で８位という成績

を収めたということは、これはすごいことだなというふうにつくづく思いまして、こ

こはどうか三輪中学校の陸上部としてのあり方、どういう捉え方が一番良いのか分か

りませんけど、どうかならないのかなという気はしております。 

 ただ、先ほど言った心配なのは、中学校で練習されなくて、よそでやってきて、そ

の過程での交通事故の問題、それから、中体連で中学校代表で出ていますので、その

費用関係はどうなっているのか。 

 例えば中体連以外の場合はどうなるのか、その辺のところの説明を求めたいと思い

ます。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  お答えいたします。 
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 中体連の主催の大会でありましたら、当然、学校を代表してということでですね、

引率は三輪中の先生が行いまして、参加費用また交通費、それから傷害保険等もです

ね、学校のものが適用されております。 

 中体連大会以外の大会であってもですね、学校長が認めたものについては、日本ス

ポーツ振興センターの災害給付金の対象となりますが、それ以外につきましては、学

校は関知しませんので、自己責任ということになります。 

 具体的な例を申しますと、例えば練習試合とかですね、そういったもので、学校長

が認めてないというか、そういった大会に行った場合は、もう個人の自己責任、ある

いは保護者の責任ということで処理をしているようです。 

 それから、もう１点、議員からご質問の通学中の事故というか、についてでござい

ますけれど。 

 現在、町のほうで加入をしております日本スポーツ振興センターの災害共済給付で

ございますけれど、その対象としましては、通常の経路及び方法により通学する場合

ということになっておりますけど、そろばん塾あるいはピアノ教室、スポーツ教室等

が通常の経路の近隣にある場合に限り、当該塾等へ行く経路は通学中と認められるこ

とからですね、今回の三輪中の子どもたちの早朝練習等に係る事故につきましては、

日本スポーツ振興センターの災害給付の対象となるというふうに捉えておるところ

でございます。以上です。 

 議  長  矢野議員 

 矢野議員  三輪中と夜須中の、この２つの中学校の中には、今、三輪中は弓道部、夜須中につ

いてはソフト部が、運動部外指導者謝金補助を行って、学校内で部活動が行われてお

ります。 

 筑前町の小中学校において、すべてコミュニティスクールということで、協議会等

の中でいろいろなものが決められて、それを学校運営としてやられているという状況

で、コミュニティスクール、たいへんいいことだと思っておりますけど。 

 そういうことで、コミュニティスクールが今実行されている中で、やはり部外者に

よる学校内での部活動はですね、何かできないものかというふうな気がするんです

ね。 

 せっかくコミュニティスクールをやっておる中で、やはり部外の方が学校に自由に

入られて、いろんな子どもたちの指導とか、どうやって、どういう状況なのかを見え

るような状況をですね、学校の中でつくるというのが、根本の趣旨だと思っているん

ですよ。 

 だから、そういうことからすれば、この陸上の、部ということにはなかなかならな

いかも分かりませんけれども、部外者の方、部外者といっても、今度の場合は、この

江藤先生という方は、中学校の先生で、東峰村で教頭で退職された方なんですけど、

そういう方が学校の中に入られて、陸上部を指導していくというやり方をですね、こ

のコミュニティスクールを今やっているわけですから、そういうことで、これを機会

に、さらにそういう部外者の方が入って学校を活性化するというか、子どもたちを見

守る、みんなで支えあう、そういう学校づくりをぜひやっていただきたいと思ってい

るんですけど、そういうことができないんでしょうか、この陸上部の関係については。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  お答えいたします。 

 中学校クラブの創設や廃部につきましては、今までも申し上げてきましたように、

学校の主体的判断によるものでございます。部の創設につきましては、特に学校教育

活動の一環として部活動は実施するものでございますので、部の顧問として教諭等を

配置する必要がございます。また、部の活動ができる場所の確保も大きな判断となっ
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ております。 

 このようなことからですね、議員ご質問の部外者による学校内での部活動について

は、顧問の配置ができておる正式な部であればですね、部顧問を支援する観点から、

専門的な技術を持つ、議員がおっしゃっております地域の人材につきましては、大い

に活用したいと、そのように考えております。 

 先ほど言われました弓道部やソフト部の例にあるように、今後も大いに推奨してい

きたいと考えておりますが、正式な部以外の活動についてはですね、学校教育活動の

面から、校内においての部外者だけの指導はですね、現在のところ認めていないとい

う状況でございます。 

 そういうことで、議員がおっしゃっておりますように、まずはコミュニティスクー

ル、学校運営協議会等の中でですね、その部の創設等について十分また地域の意見な

り保護者の意見等をですね、学校経営の中に反映していただきまして、そういう創設

ができればですね、大いにそういう地域の方の活用を進めていきたいというふうに考

えております。 

 ただ、現在の三輪中ではですね、教員の配置の問題に加えまして、活動場所となる

グラウンドについても、現在野球部、サッカー部、それからソフトボール部が使用し

ていることからですね、たいへん厳しい問題というふうに捉えているようでございま

す。以上です。 

 議  長  矢野議員 

 矢野議員  最初から部ということじゃなくて、その部の下でしょうけど、同好会とかという、

そういう組織はないんでしょうけれども、そういうやり方でスタートしながら、徐々

に部としての活動ができるようなシステム作りが必要じゃないかなと思っているん

ですよ。 

 今、指導されているところを、ぜひ課長にも見ていただきたいんですけど、あのふ

れあい広場の場所を私は見て思ったんですけど、子どもたちの練習する場所としては

適当じゃないんですよ。 

 というのは、歩道のところ、ずっと真ん中に広いスペースがありますけど、まん中

の外の、アスファルトを舗装したところを走らせるわけにはいかないんですね、だか

ら、芝のところの一番端を今走っているんですよ。 

 １９８ｍぐらいの周回コースみたいになるんですけど、そこで今、タイムでずっと

計ってあるんですけど。 

 確かにそれでも１９８ｍあるからいいことはいいんでしょうけど、やはりもっと広

いところでですね、足に故障がないように、そしてスピードを出しながら、さらにス

ピードをアップして、ずっとタイムを計ってあるんですけど、それは父兄の方が計っ

てあります。そういうことで、そういう状態の中でいい成績を上げているんですね。

徐々に強くなってきているんですよ。 

 だから、さらにこれを伸ばすためには、やはり三輪中学校のグラウンドを使っての

練習が、私は必要だというふうにつくづく思いました。現場に行ってですね。 

 だから、当然駅伝だけじゃないんですよ。他の陸上部ですから、ハードルとか短距

離も当然あるわけですから。それに、あそこではできないんですよね。 

 僕は用具の問題もいろいろ尋ねたんですけど、ハードルの用具があるんですけど、

そういうものも学校にあるんですね。あそこにはないわけですよね。 

 だから、そういうものも含めて、やはり陸上部としてじゃなくてもいいですから、

その前の段階の同好会としてのやり方もいろいろあるんじゃないかなと思っていま

すけれども、これは、ぜひ学校の中でさせていただかないと、子どもたちにとっても

ちょっと難しいのかなと。 

 いい選手が今おるんですね、１年生の中で、女子ですけど、そういう人をもっと伸
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ばさないと、本当もったいないんじゃないかと。 

 これは、東峰村にも聞いたんです。東峰村でも指導されているんですね。 

 以前、去年だったでしょうか、中学校３年のときに福岡県代表で日本の駅伝大会に

出場されたんですね。区間２位かなにかなったと思いますけど、すごい選手が東峰村

に出てありますよ。 

 だから、そういう選手を、今、徐々にできつつあるんでですね、ぜひ何かそこ辺の

やり方でですね、もっと伸びますので、そこのところをもう１回答えていただきたい

んですけど。 

 どうか同好会等でのスタートがですね、できて、部外者が入って指導できるような、

協議会がありますので、そういう協議会の中で十分協議されて、それでもどうしても

駄目だということであればですね、何か方法をですね、何かまた考えなければいけな

いんでしょうけど。 

 そういう、再度説明をお願いしたいと思います。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  お答えいたします。 

 議員がおっしゃられますように、今、三輪中の陸上競技の成績については伸びてき

ているというのは現実でございます。 

 今年の中体連の夏季大会におきましてですね、陸上競技の中でも、男子におきまし

ては低学年の４００ｍリレー、あるいは３０００ｍにですね、筑後地区大会から県大

会へ進んでおりますし、また女子も８００ｍ、それから１５００ｍ等にですね、これ

も筑後地区大会から県大会へと進んでおる生徒がおります。 

 県大会の結果は、残念ながら男女とも８位以上の入賞とはなりませんでしたけれ

ど、県大会に出場するような選手が育ってきているというのは現実でございます。 

 また、今年の筑後地区の新人の駅伝大会にも男子、女子ともに出場しまして、男子

のほうは１１位でございましたけれど、女子が２位となりましてですね、県大会へ出

場しております。結果は１３位ということでございましたけれど、そういうふうで、

確かに陸上の競技の成績が残っているという状況でございます。 

 そういうことで、地域の保護者の見る目等も若干変わってきているような状況等も

あると思いますので、議員が言われますように、冒頭申しましたように、これにつき

ましては、学校の主体的判断によるということでございますので、基本的には先ほど

言いましたように、コミュニティスクールということで、地域の方々が学校運営に参

画できるようなシステムになっておりますので、そういった意見を十分学校側に伝え

ていただいて、そういう動きになるようにですね、今後進めればいいなというふうに

思っておりますし、先ほど言われました部ではなくても同好会的な形ででもですね、

そういった顧問が就いてですね、実際は外部の指導者が指導するという形も考えられ

ますので、そういったところで、今後ですね、しっかり学校側にそういった情報提供

をしながら、学校側の判断を求めたいというふうに考えておるところでございます。

以上です。 

 議  長  矢野議員 

 矢野議員  ぜひ、十分教育委員会としてもですね、今の現状を十分踏まえていただいて、学校

等、指導という立場かも分かりませんけど、やはりどうしたが一番この今の状態を打

開できるのかというのをですね、いろんな立場で、協議会の中で、そこを、議論を十

分お願いをしたいと思っています。 

 外部から見て、私が言うだけじゃなくて、やはり皆さんがどう考えてあるのかとい

うのもやっぱり大事なことだと思うんで、私が一方的にしか見てないので、そういう

状況だというふうに話はしましたけど、やはりそこの協議会の中で十分協議をしなが
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らですね、いい方向で子どもたちを伸ばしていただきたいなというふうに思っていま

すので、ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

 次に、２番目の今後のレスリング部の新設の考えは、ということなんですけど。 

 これは、以前山本議員のほうから質問をされたんですけど、再度私のほうから質問

をさせていただきたいんですけど。 

 この筑前町については、もうどなたも知ってありますように、スポーツの最高峰で

あるオリンピックに２回連続して出場された池松さんという、たいへんすばらしい選

手がおられるわけですね。それと隣の市ですけど、小郡市にはレスリングでたいへん

有名な三井高等学校があるということでありますので。 

 以前、教育長も言われておったんですが、こちらに、三輪中学校にレスリング部を

創設しようという話があったと。 

 そういう理由で、筑前町も三輪中学校のほうに話があったのかなという、その話が

あって、いい選手が三輪中学校の１年生として入って来た。すごい選手が入ってきた

わけですね。それで、やはりレスリング部はできなかった。 

 いろいろ問題があったのは聞きましたけど、その子どもは三輪中学校に入って来て

いるわけですね。もったいないなという気がするんです。 

 その子どもはまた民間で、いろいろレスリング部でしっかり練習されてあって、全

国的にも有名な方になるんじゃないかなというふうに思っています。 

 そういうことで、そういう環境があるわが筑前町において、このレスリングを筑前

町のまちづくりの中の１つとしてですね、入れてやる必要があるんじゃないかという

ふうに思っておるんです。 

 町長もそういうふうに、私も考えてあるんじゃないかなと思っています。 

 せっかくのこういういい環境の中の町ですから、どうか学校でできないなら、どう

か他の方法でもですね、レスリングをここの町の大きなスポーツの１つとして捉えて

いただいて、町のほうから働きかけてやっていくという、町のほうから引っ張ってい

くというようなことで、それからどんどん広げていくというのが必要じゃないかなと

いうふうに思っているんですけど、そこの考えはどんなふうに考えてあるんでしょう

か。 

 特に社会体育の関係になるかも分かりませんけど、まず、学校のほうからお願いし

たいと思います。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  お答えいたします。 

 若干経緯にですね、議員のほうも触れられましたけど、再度ちょっと経緯に触れた

いと思いますが。 

 中学校のレスリング部活動につきましては、一昨年の平成２３年度末に県教育委員

会のスポーツ健康課のほうから、先ほど議員が言われましたように、筑前町はレスリ

ング経験者も多く、レスリングの指導者とか民間施設とか、三井高校との連携など、

県内でも特にレスリングに取り組める環境が整っているということで、中学校へのレ

スリング部創設の要請があっております。 

 しかし、議員もご承知と思いますけれど、いろいろ一般保護者等のですね、理解等

ができませんで、学校運営上ちょっと混乱を招くような恐れもあったため、創設を見

送った経緯がございます。 

 また、両中学校、三輪、夜須中学校ともにですね、以前からサッカー部、あるいは

先ほどから質問にあっております陸上部等の創設の課題も抱えておりましてですね、

レスリングにつきましては、なかなか中学校にという話にはですね、上がっていない

ような状況でございます。 

 ところがですね、最近になりまして、現在ですね、町内のレスリング経験者有志に
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よりまして、三輪小学校体育館３階のトレーニングルームを練習会場としまして、レ

スリングスポーツ尐年団創設の申請が今年なされております。 

 ２月開催の本部委員会で承認をされましたので、今年の４月から正式にレスリング

スポーツ尐年団が発足することになっております。 

 今後ですね、そのレスリングスポーツ尐年団の活動が活発になりまして、将来的に

もその団員の保護者などからですね、中学校レスリング部創設の声が上がってくる可

能性もですね、今後は出てくるのではないかと、町のほうではそういうふうに、今、

考えているところでございます。 

 議  長  矢野議員 

 矢野議員  はい、分かりました。 

 その点についてはよかったです。４月からスタートということで、ぜひレスリング

をですね、将来的にはそういう方向で進めていただくように。 

 本当にいい環境がある筑前町ですので、それを活かさない手はないと思うんです

ね。ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、次に３番目ですけど、国保特定健診率の向上対策についてということで、

健診率の推移と県内の状況ということであります。 

 健康課においては課長を中心として、この特定健診率の向上に向けては相当努力さ

れて、徐々に上がってきているというのは十分承知しておりますけれども、やはりま

だまだ２８％ですかね、その程度しかないという状況です。 

 私は、健診率を上げるためにどうしたがいいか、いろいろ考えたんですけど、なか

なかこれは難しいんですけど、この頃依井区の総会があったときに、区会の方が来ら

れて、健康課の職員の方が来られて、２５年度の健診はこういうふうにやりますよと

いう説明をされました。 

 やはり依井区は１００人以上来ていましたので、それを話をされるということはた

いへんいいことだと思っています。健診率を向上するためにはああいうところに行っ

て、いろんなところに行かれてその説明をするということは大事だというふうに思っ

ています。だから、たいへんいいことをされているというふうに評価をしております。 

 しかし、まだまだ２８％という状況ですので、これを上げるために、目標はどのく

らい持ってあるか、ちょっと分かりませんけど、お尋ねしたいのは、県内の特定健診

の受診率と１人当たりの療養諸費、費用額の状況について、数値と項位についてお願

いをしたいと思います。 

 議  長  健康課長 

 健康課長  お答えいたします。 

 現在行っています特定健診につきましては、高齢者の医療の確保に関する法律に基

づきまして、平成２０年度より行っておりますけれども、受診率の場合ですね、補助

金の実績報告に使う速報値というものと、検診が終わった次の年の１０月頃に、国に

報告します確定値というのがあります。 

 今まで議会等に報告してきておりました数値につきましては、時期的な関係からで

すね、速報値で報告をして来ております。 

 県内で比べる場合になりますと、確定値でないと資料がございませんので、確定値

のほうで報告させていただきますけれども。 

 平成２０年度、始まりました年には、筑前町は３４．４％で、県内１５位でござい

ました。そのときの県の平均が２３．７％でございます。 

 それから、２１年が３２位の２８．１％、県が２５．４％でございます。 

 ２２年度が４５位の２４．７％、県が２６．５％でございます。 

 ２３年度が３８位の２８．５％、県が２７．６％でございます。 
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 ２４年度については、まだ県下の資料は出ておりませんが、今の状況、もう集団健

診はすべて終わっておりますので、今の状況から行くと、この数値で大体３１％前後

ぐらいを行くんではないかなということで思っております。これを項位で見てみます

と、大体３０位ぐらいの項位になるのではないかと思っております。 

 次に、１人当たりの医療費の推移でございますけれども、１９年度が３１３千円と

いうことで２７位でございます。 

 それから、２０年度が３７位、２１年度が２９位ということで、２２年度３２位と

いうことでございますが、２３年度は４０位ということで、３３５，１１８円という

ことで、県の平均が３３９，２７８円でございます。以上です。 

 議  長  矢野議員 

 矢野議員  徐々に２４年度、まだはっきり確定してないということですけど、２８．５から３

１ぐらいになるであろうということで、項位としては３０位ということで、前回が３

８位だったんで、さらに上がっているというような状況で、課長がたいへん努力され

てここまで来ているのかなという気はしております。 

 私は健診率を上げるためにどうしたらいいか、よその状況を知りたいと思って、大

刀洗町に行ってきました。 

 大刀洗町はですね、ちょうど２１年に相当下がって、健診率が、平成２０年度大刀

洗町が４０．７％だったのが、２１年度になって３５．９％になったと。 

 これはどうしたら健診率を元にできるのかということで、ぜひ４０％以上にさせた

いということで、町長の命令だったみたいですけど、２２年度から胃がん検診と特定

健診の自己負担を無料にするということで、無料にされた。 

 その結果どうなったかというと、４５．５％、１０ポイント程度上がったと。 

 さらに２３年度どうかというと、そのままの推移、同じように４５．２％というこ

とで、２４年度どうなるかというと、今のところ１１月現在だったんで分かりません

けど、３６．６％ということでしたけど、４０％になることは当然間違いないんです

けど。 

 無料化というあれですね、これで１０ポイントポーンと上がったわけですね。これ

は、元々が３５．９だったので４５ぐらいなったのは予想できるかも分からないんで

すけど、このインパクトはものすごく強かったんじゃないかと思うんですよね。 

 私もこれはもう無料化にする必要があるというふうに、つくづく大刀洗町に行って

いろいろ状況を聞いて思いました。 

 もう１つ、生活習慣病の医療費の１人当たりの１カ月の平均単価というのを大刀洗

町で貰ったんですけど、わが町の数字が出ておりましたので、そこで報告をさせてい

ただくと、健診を受けてない方、健診を受けてない方が、平均通院の１カ月の医療費

がいくらだったのかを、筑前町で見てみますと、３５，２７３円。 

 今度は新しく２３年度に新規受診をされた、健診を受けられた方はいくらやったの

かというと１８，６３３円。 

 それから、２年連続して受診された方、１８，６１７円、これはほとんど変わらな

いんですけど、この金額を見てびっくりしたんですね。これは、１．９倍ぐらいある

んですよ。 

 受診してない人は受診した人よりも１．９倍医療費が高い、これがはっきりしてい

るわけですね、筑前町において。そういうことであれば、医療費削減にもなる。 

今現在、負担金を、受診の手数料を取っているんですけど、１回２４年度でもいい

ですけど、２３年度受けた方の人数かけ５００円でしょうけど、それは実際うちに入

ったお金はいくらなんでしょうか。 

 議  長  健康課長 
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 健康課長  特定健診において徴収しました２４年度の金額は６５５千円でございます。 

 議  長  矢野議員 

 矢野議員  年間で、その５００円、特定健診の料金を取っていますけど、これが５００円で年

間６５万円。 

 ６５万円貰わなくてですね、そして受診してもらうように進めていって、医療費を

削減するというのが一番大事なことではないかなと思っているんですよ。 

 要は先ほど言いましたように、一月で約１６千円ぐらい違うんですね、１人、１６

千円。１人でですよ、１カ月でですよ。 

 ６５万なんか、すぐもう、これは医療費で完全に終わってしまうんですよ、すぐ。 

 それだったら無料にする必要があるんじゃないかなというふうに、ものすごく思う

んですよ。 

 医療費で単純に計算すると、どのくらい安くなると、課長思われているんですかね。

今の計算で単純に言うと、どの程度安くなるんでしょうか。 

 議  長  健康課長 

 健康課長  ただ、議員が今おっしゃいました数値につきましては、確かにそのとおりの数字で

あります。これは、国保連合会がですね、２４年の５月分の診療費を調べて、研修会

用に作った資料でございます。 

 ただですね、非常に参考になる数字であるんですけども、医療費は複雑な面がござ

いまして、この数字だけではですね、なかなか判断しづらいという部分がございます。 

 筑前町の医療費は、先ほども申しましたけど、若干微妙に下がっております。 

 普通県下が２．３％ほど上がっている中で、現状維持、ちょっと上がるか、その微

妙なところぐらいでございます。 

 この原因というのがですね、入院費が下がっていることが主な原因でございます。

検診が充実すれば、外来は当然として増えて来るわけでございます。 

 先ほどの数字では、１回の健診でですね、受けられた軽度の方が病院にかかられた

ということで、分母が増えたとかですね、そういう理由があるのではないかというふ

うには思っております。１人当たりの単価が安くなったと。 

 未受診の方の３５千円という数字がですね、健診を受けられたら１８千円になると

いうわけではありませんので、そこはちょっと数字は出しにくい分がございます。 

 それと、県下の状況を見てみますと、受診率が３５％を超えている市町村が１４市

町村あります。その中で２３年度の医療費で、筑前町よりも安い市町村というかです

ね、これは１町村しかございません。 

 積極的支援の実施率が、筑前町は７８．４％なんですけれども、５０％を越えてい

る市町村が７市町村ございます。 

 ここで、医療費の項位で見てみますと、県の平均以下の町村は、筑前町を含めて２

町村しかないというようなことです。 

 ただ、筑前町では入院の費用が安定からわずかですけれども、０．５％ほど入院の

費用としては下がっております。これはですね、やっぱり特定保健指導はもう県下で

トップクラスで行っておりますので、それと重症化対策として、特に数値の悪い人に

対してのですね、徹底指導をしているというような効果ではないかなというふうに受

け止めてはおりますけれども。  

 ただ、健診を受けるだけでは医療費の削減にはつながらないというのがですね、先

ほど申しましたことでも分かるかと思いますけれども、ただ、受診率の向上と指導の

方法などをですね、やはりうまくからめ併せていくことが、やはり重要だというふう

に思っております。 

 ちょっと答えにならなかったと思いますが、すみません。 
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 議  長  矢野議員 

 矢野議員  全然分からなかったです。 

 数字だけ言われてもなかなか難しいんですね。表をいただいてチェックする必要が

あると思っていますけど。 

 単純に今言ったように、１人頭１６千円、一月違うんですね。単純にですよ。これ

は、いろいろ問題があると思います。計算の仕方によって。 

 １６千円で、年間にすると、１６万でいいですね。１６万に５人の方が、例えば受

診されたら８０万になるんですよ。５人の方が無受診者でおられたために８０万高く

なったという捉え方で、単純計算ですよ、５人ですよ、たった５人ですれば、その負

担金、完全に浮いてしまうわけですね。 

 単純に、そういう計算の仕方はおかしいかも分からないけれども、そういう計算し

かできないんですよ、この数字見て。 

 そうすると、それはお前、当然無料化したらいいんじゃないかというのが、普通の

判断材料として、普通の考え方じゃないかと思うんですよ。 

 それが例えば、１０人されたら、それ倍になるわけですからね、医療費が下がるん

ですよ。これは間違いなく下がりますよ。大刀洗町も下がっているわけですね。医療

費が４５％の受診率、それが３５％に下がったときに、当然医療費が上がっているは

ずですよ。それを後でまたチェック、今日はもうちょっと無理でしょうからですね。 

 僕は、この問題は避けて通れないと思っています。本当に受診をしない人にしても

らわないかないですよ。 

 何ですかね、医者にかからなかった人に対して、無料券をやられるという。それは

もう、確かに私は一理あると思います。 

 それは、もう本当に健康であってですね、もう行かなかったという、逆の場合も当

然あるでしょうけど。 

 ぜひそういうことを考えてもらいたいと思っているのと、もう１つ私この頃、「ガ

バランス」という本の中に書いてあったんですけど、沖縄の那覇市ですね、ここで３

１万おられるそうなんですけど、特定健診の受診率強化月間と位置付けて、職員とか

民生委員、健康づくり推進員によってですね、戸別訪問をしたと。たいへん効果が上

がったというふうなことがあるんです。 

 その中で、受診を受けなかった理由として、「定期通院をしているから」、その人が

２６．５％、「元気だから」が約１０％という理由で、その存在を知りながら健診を

受けてないという。 

 だから、そういういろんなやり方があると思うんですけど、職員の方も当然頑張っ

ていただかないかんと。地域でもやっぱり民生委員とかいろんな方がおられるので、

どういうやり方が一番良いのか分かりませんけど、那覇市では民生委員を中心とし

た、それと健康推進員ですかね、そういう方たちが戸別訪問して、ぜひ受診してくれ

というようなやり方をされているという、それぞれのやり方があると思います。 

 しかし、一番最初私が、必要なのは無料化ですね、無料化、６０何万でしょう。こ

れをぜひ実施されていただいてですね、この数値がどうなるのか。 

 それは、課長も以前言われていたんですけど、この無料化によって、即率が上がる

かどうか分からないよという話もされたんですけど、同時にやはり啓発ですよね。各

いろんな会合の中に出て行って、ぜひ受けてくれと、受診してくれと、そういうこと

によって医療費が下がります。あなたの健康を守れますよということをですね、ぜひ

一緒にやっていただかないといけないと思うんですよ。 

 ちょっとこの前課長とお話させていただいたときに、例えば筑前町が３０％を越え

て３５％ぐらいになって、最後の詰めとして無料化にしたいという考え方をもってあ

るみたいやったですけど、それは遅いんですよ。これは一番に早くしないといけない
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んですよ。同時に、啓発と一緒にそれをしないと、それをしよって、上がらんやった

らいつ上げるんですか。いつ無料化にするんですか。ぜひ無料化にしていだきたい。 

 町長、これは十分考えていただきたいんですけどね、６０何万かの負担で、医療費

が相当下がるというのはですね、間違いないと思うんですよ。 

 無料化になぜ躊躇されるのか、そこのところをもう一度お願いしたいと思います。 

 議  長  健康課長 

 健康課長  お答えいたします。 

 無料化の問題につきましては、いつも受診率の協議をする場合には、常に話題にな

る問題でございます。 

 ただ、受益者負担の問題であるとか、一度無料化にするとなかなか元に戻せないと

いうような現実もあります。 

 それと健康のために健診を受けるんだという意識づけをですね、やはりある程度諮

ってからでないと、やっぱりただのものだからみたいな形で、軽々しく扱われるとい

うようなことが、一番懸念される材料でございます。 

 これは、保健指導なんかに影響が出るんじゃないかなということが、常に反対意見

としては出るわけでございます。 

 筑前町では、先ほど申されてました無料券を、４１歳と５１歳、それに前年度病院

にかかられなかった無受診者に対して配布しております。 

 その結果、新規に受診された方がですね、５％ほどありました。その券を使われて

ですね。 

 ただ、無料クーポン券以外の方も２、３％増えてきているわけですのでですね、３％

ほど増えているわけですから、それを考慮すると無料券の影響というのは、２、３％

なのかなということで考えているところでございますけれども。 

 今、６５％というのがですね、目標というようなことで国のほうはなっております

けれども、かなり高い目標でございます。６５％に近づけるというかですね、そこま

ではなかなか行きつかないとは思いますが、ためには必ず総合的なですね、施策を１

回計画を練り直すときが必要になるというようなことは考えております。 

 それと、今、町の健診は、いつでも来ていいというような格好での健診をずっと続

けてきました。予約ではなくてですね。ただ、これには多い日と尐ない日のですね、

かなりのアンバランスがあります。多いときには１５０人から特定健診だけでありま

すし、尐ない時は、 

 議  長  健康課長、時間が迫っております。 

 健康課長  すみません。 

 （「もういいです。」の声あり） 

 議  長  矢野議員 

 矢野議員  ぜひですね、このことはいろんな考え方があると思いますけど、無料化によってで

すね、ぜひ上がると思うんです。これはぜひ実行していただきたいと思っていますの

で、町長によろしくお願いして、終わりたいと思います。 

 議  長  これにて、１５番 矢野勉議員の一般質問を終了します。 

 休  憩  

 議  長  ここで、休憩をいたします。 

 ２時１０分より再開いたします。 

 （１４：００） 

 再  開  

 議  長  休憩前に引き続き、一般質問を行います。 

（１４：１０） 
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 議  長  １番 山本久矢議員 

 山本議員  早速通告書に基づき、質問をさせていただきたいと思います。 

 １つ目は、公用車の点検、整備についてということでございますけれども、主に消

防団車のことについて、でございます。 

 また、２番目に、サン・ポートへのごみ、粗大ごみの搬入についてということで、

早速質問に入らせていただきたいと思います。 

 まず、公用車の点検、整備についてということでございますけれども、まず、最初

に、若干お話をさせていただきたいと思います。 

 まず、町並びに消防団の皆様につきましては、日頃より火災をはじめ防災対策、ま

た人探し等にご尽力をいただき、たいへん感謝申し上げたいと思います。 

 特に火災におきましては、消防団等の迅速な初期消火が被害を最小限にとどめる重

要なポイントであると思っております。 

 初期消火が可能と言いますか、大事なのは、天井に火が回るまでといわれておりま

す。時間にすると約３分ということでございますけれども、もしその場合に消火器等、

またはポンプ車等の水が出なかった場合ということは、どういうことになるかご想像

がつくと思います。 

 ということで、質問に入らせていただきますけれども、ここ１、２年で初期消火が

効果的に作用した、またおうちの方が消火器等で消防車が来る前に消しましたよ、と

いう例があればお教え願います。よろしくお願いします。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  お答えいたします。 

 消防団のほうで、先ほど議員がご指摘されましたように、初期消火の３分というこ

とでございますけれども、ここ１、２年では、そのような１、２年間での中で、３分

間で初期消火をしたというような、具体的な事例は報告がなかったところでございま

す。以上です。 

 議  長  山本議員 

 山本議員  では、消防団が使用しているポンプ車または可搬搭載車で、主に職員の方が載られ

る司令車、指揮車ですかね、何台ありますかということに通告書に書いておりました

けれども、指揮車を含んで１３台あるということです。お聞きしました。 

 その内容について、何分団が何台あるとか、指揮車が何台あるという内容について、

お尋ねいたします。よろしくお願いします。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  お答えいたします。 

 １３台の内訳といたしましては、指揮司令車が２台、ポンプ車７台、可搬搭載車４

台、この可搬搭載車は第５分団と第６分団が各１台ずつ、それから第７分団が２台の

計４台、合計で１３台となっております。以上です。 

 議  長  山本議員 

 山本議員  現在、ポンプ車、可搬搭載車については、月２回程度の現役消防団の点検が、実際

に水を流して行われていると思いますが、消防団とは若干違うかもしれませんが、行

政区の機材も含めて通常の点検はどのように行われているのか、また、業者による定

期点検はなされているのかを、お尋ねいたします。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  お答えいたします。 

 まず、最初にポンプ車の車検につきましては、リース契約となっておりまして、車

検時期に町内の自動車整備業者へ委託し実施しております。 

 点検整備につきましては、故障や不良が生じたときに、業者委託により修理点検を
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行っておるところでございます。 

 また、消防団におきましては、ポンプ車、可搬搭載車の点検、整備を、各分団ごと

に月１回以上の点検、また、分団別訓練や全体訓練には必ず車両から放水し訓練を行

うなど、分団での点検、訓練時の点検などを含め、年間１５回以上の点検を行ってい

るところでございます。 

 議  長  山本議員 

 山本議員  そのような点検、行われておることは分かっておりましたけれども、実際に分団で

点検の日数が違っているようなところもあるかと思います。 

 以前に、実際に可搬搭載車の機能が働かなかったと言いますか、水が実際に上がら

なかったことが起こっております。ということを聞いて、それが事実であれば、この

ことに対してどのような対策を取られたのかと。 

 実際に水が上がらないということは、車検整備とかそういうものじゃなく、ポンプ

自体の点検、整備はどのようになされているのか、また、業者等にどのように対忚さ

れたのかを、お尋ねいたします。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  お答えいたします。 

 先ほど議員が申されましたように、依井区の区民祭前に調子が悪いということで点

検をしておったんですけれども、実際水が上がらなかった件が発生しております。 

 その後の原因調査で、真空ポンプに連結しているごみ用のフィルターが逆に装着さ

れていたためであるということで、判明しております。 

 その際業者は、点検、修理後に真空点検まで行っておりますが、どの段階で誤装着

したのかということが確認できずに、業者並びに各分団にも、常にヒューマンエラー

が発生しないよう十分に注意し、整備、点検するように指導徹底したところでござい

ます。 

 議  長  山本議員 

 山本議員  実際のお披露目というか区民祭での消防団活動の紹介ということで、そういう場で

したので、実際の火災の現場じゃなかったからよかったものの、実際に火事の現場に

行ってですね、水が出ないということは大火に繋がるという恐れもあります。 

 ぜひ、業者のほうにも厳しくなされて、点検、整備を依頼されたほうがいいと思い

ます。 

 消防団の方々について、地域住民の生命、財産を守るという使命を持ち、皆さんも

ちろんお分かりですけれども、それに活動されていることに感謝し、また敬意を表し

ます。 

 このことに対して、町としても機材、消防消火活動に関する機材等の配備について

も最大限の努力をすることが必要ではないかと考えております。 

 私、自分自身も消防団員として活動しておりました。今のポンプ車は操作が簡単に

なっておりますけども、内容は複雑になっていると感じております。 

 もちろん自分自身が操作することはありませんが、そういうことで、なかなかもう

任せっぱなしというような、機械任せというような状況も起こっているように感じて

おります。 

 ということで、定期的に業者による点検、先ほど課長が申されましたけれども、実

施していただきたいと思います。 

 また、業者の真空点検だけではなく、実際にホースをつないで、要するに実際につ

ち先から水を出すというまでの点検を徹底していただきたいなと思っております。 

 次に、指揮車が２台あるということなので、指揮車の機材、何を機材等は、機材の

中身ですかね、何を載せてあるのか、また、それで十分なのかをお尋ねしたいと思い
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ます。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  お答えいたします。 

 指揮車の機材搭載につきましては、まず基本装備といたしまして、軍手、拡声器、

防塵用マスク、誘導棒、誘導員用のチョッキ、ヘルメット、長靴、団服、それからマ

ンホール等の蓋開け金具、簡易無線機、消火器等となっております。  

 また、本部司令車につきましては、ウォーターゲート、それからパイプ椅子、指揮

本部設置用具一式、発電機、投光機等となっております。 

 また、支所司令車につきましては、パイプ椅子と投光機を機材として搭載している

ところでございます。 

 議  長  山本議員 

 山本議員  今の説明で分かりましたが、ポンプ車、可搬搭載車等については点検を行っている

ということなんですが、指揮車についての機材等の点検、実際にライトがつくか、そ

ういうのはなされているんでしょうか。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  お答えいたします。 

 この件につきましては、一忚環境防災課の職員のほう、特に消防安全係のほうで定

期的に点検をしているところでございます。 

 そしてまた、資機材につきましては、本所、支所の司令車で差が出ないよう、年度

別計画で整備を行っていきたいと、このように考えております。 

 議  長  山本議員 

 山本議員  次に、２番目の質疑に入りたいと思います。 

 サン・ポートへのごみ、粗大ごみの搬入についてということで、受け入れ時間と人

員体制について、また、シルバー人材センターのごみの受け入れと一般業者の違いは

ということで質問したいと思います。 

 ごみの搬入については、個人搬入は、私の勘違いで無料であると思っておりました

が、これは、もちろん持ち込めば料金はかかるようにお聞きしました。 

 最近の市町村ごとの個人搬入ですね、ごみ等の個人搬入の件数、また数量、搬入物、

何が主に多いとか、そういう分かる範囲で結構なので、分かればお願いしたいと思い

ます。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  お答えいたします。 

 まず、持ち込まれるごみにつきましては、通常一般的に収集車とかでの収集、それ

から集団回収とかいろいろあっておりますけれども、それ以外で引っ越しとか大掃除

があったために大量にごみが発生したとか、そういった場合、それから庭木の剪定と

かで大量に剪定枝とかが発生したからと、そういった場合に個人搬入が多くあってお

るようでございます。 

 一忚、件数とか数量についてでございますが、平成２２年度が筑前町、台数といた

しまして４，９０９台、重量にいたしまして５１９ｔ、平成２３年度が５，７６７台、

５９０ｔ、それから平成２４年度、これは２月末現在でございますが、６，２９７台、

５９４ｔ、以上となっております。 

 また、近隣市町村につきましては、大体朝倉市のほうが１１，０００台から１３，

０００台、トン数にいたしまして１，０００ｔから１，２００ｔ程度。 

 大刀洗町の方が７００台から１，４００台、トン数にいたしまして８９ｔから１７

１ｔとかなり増えてきているようでございます。 

 ただ、久留米市、旧北野町でございますけれども、こちらのほうは、大体７０ｔか
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ら９０ｔで安定している重量と。台数については大体５００台から９００台の間を推

移しているという状況でございます。以上です。 

 議  長  山本議員 

 山本議員  今の説明で分かりましたけれども、今のサン・ポートの状況でもちろん対忚はでき

ると思いますが、またこれからごみ等が増えるんじゃないかなとは心配しておりま

す。 

 次に、搬入時間帯ですね、何時から搬入がＯＫなのかというのと、何時までなのか、

それと休み時間等は実際に何時から何時までなのかということで、お尋ねしたいと思

いますけれども、チラシ等、広報等でお知らせはあっていると思いますけれども、そ

れを知らない方がお昼時に行って、休み時間だから受け付けられないよということ

で、また若干遠いところに帰られております。 

 ということをお聞きしたので、それについてお尋ねしたいと思います。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  お答えいたします。 

 まず、サン・ポートの受け入れ時間等につきましては、受付日が月曜から金曜まで

で第三日曜日も行われていると、ただし祝日は休みということで、受付時間につきま

しては、午前９時から１２時までと午後１時から４時半、昼休みは１２時から午後の

１時までとなっております。 

 先ほど議員がご指摘されましたサン・ポートへの直接ごみの搬入受け入れにつきま

しては、まず、受付だけでその受け入れが済めばいいんですけれども、受付事務をし

た以上は、その後の処理が連動しております。その関係もありまして、その中で人件

費の縮減とかを含めて、必要最小限で行うことで、構成市町村間で協議が行われた、

現時点ではその結果でありますので、現時点では町民の皆様にご理解とご協力を願っ

ているところでございます。 

 また、受け入れ体制につきましては、受付のほうが嘱託１名で臨時職員２名、リサ

イクルプラザのほうが正職員３名で嘱託職員３名、リサイクル工房のほうが嘱託職員

３名、洗浄棟のほうが臨時職員１名、ただし２名の１週間交代の１名という内容でご

ざいます。 

 したがいまして現時点では、町民の皆様にはたいへんご迷惑をおかけしております

けれども、ご理解とご協力のほうをお願いしたいということでございます。以上です。 

 議  長  山本議員 

 山本議員  今ので分かったんですけれども、できたらですね、予算等いろいろあると思います

けれども、その時間帯にしか来れない方とかおられると思いますし、また、日曜日が

もし私が聞かれた場合には、日曜日にも第三日曜日ですかね、に受け付けていますか

らその日に来てくださいと、そのようには勧めたいと思います。 

 次に、同じごみ搬入についてということで、シルバー人材センターや造園業者等で

すね、剪定屑を搬入していると思いますが、これらの取り扱いはどのようになってい

るのか、ということをお尋ねしたいと思いますけれども。 

 民間の処理業者もあると思います。そこら辺の値段等、もちろん重量で値段等が決

まると思いますけれども、そこら辺の違いを分かればお教え願いたいと思います。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  お答えいたします。 

 まず、シルバー人材センター、それからその他の造園業者等の違いを含めまして、

廃棄物処理法における一般廃棄物の処理責任や役割につきましては、シルバー人材セ

ンターも造園業者などの一般事業者も、事業活動に伴って生じた廃棄物を自らの責任

において適正に処理しなければならないということになっておりまして、基本的には
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違いはございません。 

 一忚、現在、中間処理施設の許可を出している町内中間処理業者、１社あるんです

けれども、そちらのほうの搬入料金が、今現在大体１２０円から１２５円、１０ｋｇ

当たりですけれども、それに対してサン・ポートの事業系一般廃棄物の受け入れ手数

料が、１０ｋｇ当たり１５０円となっております。 

 さらにサン・ポートに持ち込まれた場合は、その他に処理費用負担金が発生いたし

ます。上乗せで。 

 ということで、非常に町の負担が膨らむということで、現時点におきましては、そ

のような料金的メリットがないということで、一忚極力一般業者、当然一般業者のほ

うが値段も安いですので、そちらのほうを紹介してご理解をいただいているところで

ございます。 

 議  長  山本議員 

 山本議員  今の説明で十分分かりました。 

 筑前町も他の市町村も高齢化が進んでおります。以前であれば自分で剪定し、自分

で運べた方たちも、今高齢化してそれができなくなり、仕方なく業者に依頼、シルバ

ーに依頼するということになると思います。実際になっております。 

 民間に近いような料金等にいくらかでも安くならないものでしょうかと思います。 

 それはもうお願いということで、答弁は要りませんが、ぜひですね、サン・ポート

のまた時間帯を延長するなり、またスムーズがごみ、粗大ごみ搬入について、スムー

ズな流れが行くように願います。ということです。 

 先ほど消防のところで、若干お話の中で言い忘れと言いますか、ちなみに若干古い

データなんですが、２００９年のデータで、福岡県の建物火災件数ですね、その当時

で６０市町村の中で、１位が福岡市２６６件、北九州が２５８件、３位が久留米市６

６件ということで、隣町の朝倉市が５位で２８件という建物火災ですね、車両火災等

は省いておりますけれども、ということで、じゃあ筑前町は、不名誉なことですけど、

何位かということで、半分以上です。２６位ですね。ということは、半分より上とい

うことは件数が多いということになります。 

 全体的な件数から言えば８件なので、そんなに多くはないと思いますけれども、不

名誉なことだと思っております。 

 先ほどの質問の、若干前後しますけれども、消防団車またポンプ車等の点検を十分

に点検され、実際に、同じことをちょっと繰り返しますけれども、実際に水を流して

十分に点検をしていただきたいと思います。 

 これで、私の一般質問を終わります。 

 議  長  これにて、１番 山本久矢議員の一般質問を終了します。 

 引き続き、一般質問を行います。 

１２番 内堀靖子議員 

 内堀議員  通告に基づきまして、一般質問を始めさせていただきます。 

 まず、福祉施策について、質問をいたします。 

 町営住宅の入居者選考について、でございますけれども。 

 本町では条例の範囲内での受け付けということで、その選考にあたっては問題がな

いというふうに考えておりますけれども、町民の皆様からいろんなご意見をいただく

中で、やはりもっと困っている人が入れるんではないか、また入れてあげるべきでは

ないか、という声をよく聞くところでございます。 

 困窮者により配慮できるように所得基準を下げたり、県が導入しているポイント制

を本町でも取り入れられないかということで、質問をいたします。 

 まず、最近での町営住宅の入居者選考についての倍率等が分かれば教えていただき
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たいと思います。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  お答えいたします。 

 過去５年間ぐらいでよろしゅうございますか。 

 平成２４年度は募集をかけておりませんので、かけました平成１９年度から２３年

度までということでお願いをいたします。 

 空き家発生が、新町団地が４回、それから新太刀洗団地が４回ということで、空き

家発生に基づきまして、８回の募集を行っております。 

 募集した戸数が２０戸で、計１６０人の、１６０世帯と言ったらいいんでしょうか、

から募集があっておりまして、平均倍率といたしましては１２．５倍でございました。 

 一番最低だったのが、平成２３年の１２月に募集した新太刀洗団地で３戸の募集に

対しまして１３人の忚募があっております。４．３倍でした。 

 それから、最高の倍率が平成１９年の１１月に新太刀洗団地２戸を募集いたしまし

て、忚募者が３０人ございまして、１５．０倍という、決して低くはない倍率でござ

いました。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  本町の町営住宅に関してはですね、三輪のほうが先行しておりまして、現在着手し

ております篠隈団地、そして最後に計画されております東小田住宅ということで、そ

の２つが残っているわけですけれども。 

 今後は、現在入っている方を優先的に入れるということで、本町では空き家ができ

た状態で募集をかけるというふうなことですけれども、最初に申し上げましたよう

に、町単独で所得基準を下げるというようなことができるのかどうか、ということで

回答をいただきたいと思います。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  結論でございますけれども、可能でございます。 

 住宅には入居資格がございまして、一番最初に住宅に困窮していることということ

が第一番です。それと障がい者、老齢者、それから条例で定めております特に必要が

ある方につきましてはですね、単身の入居も可能でございますけれども、それ以外に

ついては同居親族等があるということ、それと入居収入基準が定められておりまし

て、一般の家庭、本来階層と言っておりますけれども、それについては１５８千円、

それから裁量階層については２１４千円以下の月額所得であるということが条件に

なっております。 

 この町営住宅の入居収入基準につきましては、平成２０年の１２月議会におきまし

てですね、今お話したように一般階層については１５８千円、裁量階層については２

１４千円ということで設定をいただいております。 

 入居者を、本当に困ってある方を入居させたいということでのご質問だと思います

けれども、収入基準を引き下げた場合にはですね、当然忚募倍率がさらに上昇してき

ます。 

 本来の住宅に困窮する低所得者の方の入居を狭めることになると思いますけれど

も、引き上げた場合ですね、すみません。引き上げた場合はそういうことになります。

募集者が増えてくるということで。 

 収入基準を仮に引き下げた場合にはですね、忚募倍率は低下することになろうとは

思いますけれども、現在、所得基準で入れる方についてはですね、お断りしなければ

ならないというような状況になるということでございます。 

 こういうこともありまして、今、一括法の関係で、全国の自治体、この収入基準に

ついて条例化をしておるわけでございますが、国からですね、条例改正の状況報告が
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あっておりまして、今度の３月議会に上程するところもかなりありましてですね、全

部の部分じゃないんですけれども、本来階層につきましては、都道府県も含めまして

ですが、それと市町村です。それの９２．４％が、先ほど申しました地方自治体が国

の参酌基準どおりに設定をいたしております。 

 それから、裁量階層につきましては、国の参酌基準どおりが７７．５％ということ

でございます。 

 中にはですね、常時町営住宅が空いておってという場合、あるいはその逆にですね、

民間の供給が追い付かないというような場合にはですね、ある一定階層までは公営住

宅で見ていこうということで、所得の制限を引き上げたという市町村はあるに聞いて

おりますけれども、都道府県それから政令市、その他の市町村においてもですね、引

き下げたという例はないということで聞いております。以上です。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  では、県が導入しているポイント制についての考え方はいかがでしょうか。 

 本町でも高齢者、障がい者、ひとり親等に対して、２回抽選ができるとか、そうい

うふうなことで、若干倍率は上げているわけですけれども、明確にポイント制を導入

し、より優先的に入っていただこうというふうなシステムを取っているところでござ

いますけれども、それについてはどういうふうなお考えをお持ちでしょうか。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  お答えいたします。 

 県のほうですけれども、１つにはですね、福岡県におきましては、高齢者、多家族

とか単身者、障がい者等の入居者の状況に忚じた募集をしておる住宅がございます。 

 それから、今度条例化されてのことなんですけれども、新婚とか子育て世帯への優

先枞住宅を設定したりですね、多回数落選者世帯を優遇措置を行っておったりとか、

それとか裁量階層への抽選の倍率を優遇しておる、うちがやっておる方式も同じよう

な格好ですけれども。それと併せてポイント制を導入しておるわけでございます。 

 福岡県が定例的にですね、とにかく公営住宅のパイが大きいわけですから、定例的

に年に５回募集を行っておりまして、その内の３回が抽選方式、一般の入居者を募集

するという方式、それと残りの２回がポイント方式で、住宅困窮度が高い世帯を対象

として募集をしておるということです。 

 ポイント制ですから、その困窮度を数値化して表わすわけですけれども、ポイント

の対象になるというのが、著しく狭い住宅に住んでいる世帯、住宅でない建物に住ん

でいる世帯、台所、浴室、便所がない住宅に住んでいる世帯、所得に対して著しく高

い家賃を支払っている世帯、それと高齢者、障がい者、ひとり親などの世帯という、

この５頄目をそれぞれ数値化してですね、その数値の高い人から入っていただくとい

う制度でございます。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  本町なりの努力で倍率を上げるということはされているんですけれども、やはり今

後ですね、町営住宅の建設趣旨を考えますと、それと社会情勢を考えますと、こうい

った考え方、方向性というのは、いろんな社会保障の考え方として、本町でも大事で

はないかと思うので、ぜひ今後はですね、いろんな福祉分野でのそういった部分での

考え方もお示しをいただきたいというふうに思います。 

 それと、現在入居されている方で、新しい住宅整備が行われ、所得が範囲を越えて

おられる方でも、現在入居してらっしゃるという事実があるんです。 

 また、そういった方からはやはりですね、先ほども申し上げましたように、町営住

宅の建設の趣旨からいっても考えていただくべきではないかというふうに思ってお

ります。 
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 町からはどういった働きかけを行ってあるのか、お尋ねいたします。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  お答えいたします。 

 所得の判定については、毎年行っております。 

 来年度というか、２５年度の家賃の決定につきましては、今年の２月の中旪ですけ

れども、入居者の方に、お宅の来年の家賃はいくらになりますということで、ご連絡

申し上げております。 

 その分について、不満があれば異議申し立てができるという制度になっております

けれども、それと併せまして、収入超過者の認定通知というのを差し上げております。 

 現在、高額所得者に該当する方はですね、入居者はいらっしゃらないわけなんです

けれども、収入超過者、町全体で１３名の方に、今、通知を差し上げておるところで

ございます。 

 その収入超過者の認定通知書の中ですけれども、「あなたは収入超過者に認定され

たことにより、住宅を明け渡すよう努力する義務があります。」ということで、努力

義務まで、高額所得者については別途ありますけれども、収入超過者については、「明

け渡すよう努力する義務があります。」ということでですね、その文言を入れた文書

を差し上げて喚起を行っておるというところでございます。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  議会のほうもですね、先日まで選考委員会というふうな形で入らせていただいてい

たわけですけれども、議会活性化ということで、あらゆる審議会、委員会等から議会

が外れまして、議会できちんとチェックができるような体制ということで、臨んで行

く形を取っております。 

 今後ですね、いろんなところで意見を述べさせていただくというふうな形になると

思いますけれども、先ほど申し上げましたように、町営住宅の建設の本来の趣旨とい

うのをですね、やはり町民の方に十分理解していただくということが、たいへん重要

なことではないかと思います。 

 そして選考にあたっては、なかなか後にある資産、収入をどのように判断していく

か、また、資産の背景等がですね、なかなか町では把握しにくいところもあると思う

んですけれども、今より以上にですね、ますます努力をしていただきまして、なるべ

く趣旨に沿った方に入居していただけるような体制を取っていただきたいというふ

うに思います。 

 次に移ります。 

 教育施策についての質問をいたします。 

 新政権は、教育において規範意識の徹底と学力の向上を大きな目標として上げてい

るところです。本町でも本年度も学力向上研修会があっております。 

それを受けて質問をいたします。 

 ２月の広報では、学力研修の発表があったところで、その取り組まれた三並小学校

の山本先生が、県の公立学校優秀教員として表彰されたということで、町がやはり学

力にしっかりと取り組んでいた結果が、先生方にも、ぜひ、子どもたちに分かりやす

い授業をやりたいということで、こういった学力向上の研修を重ねるごとに、そうい

った成果が表れてきているのではないかというふうに思っています。 

 本町の学力も徐々にではありますけれども、向上を辿って行って、それはたいへん

喜ばしいことではないかというふうに思っております。 

 先日、ＮＨＫの放送で、広島県の廿日市の佐伯中学校というところが取り上げられ

ておりました。 

 資料は、先日教育課長のほうにもお渡しをいたしましたので、その内容は目を通さ
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れていると思うんですけれども。 

 ここは２カ年で学力のポイントが１０ポイント上がったという結果が出ておりま

す。しかしながら、これは特別な先生、特別な生徒がいたわけではなく、やはり日々

の小さなことの積み重ねがですね、こういった結果を生んでいるのではないかという

ふうに思っております。 

 この結果でですね、私は、子どもたちや先生が得たものは知識ではなくてですね、

頑張ればできるんだと、やればできるんだという強い気持ちと自信ではなかったので

はないかというふうに思っております。 

 そういった学力を通しての努力が、本町での学校生活の中での部活動や人間関係の

中でも、今後とも発揮されればというふうに期待をいたしております。 

 教育委員会として、今年は４年目になりますけれども、この学力向上研修を受けて

の今後の取り組みをどういうふうにお考えになっているのか、お伺いいたします。 

 議  長  大雄教育長 

 教 育 長  ただ今、議員のほうからご紹介がございました広島県廿日市市市立佐伯中学校の学

力向上事業の取り組みについては、たいへん参考になっております。 

 分かった、できた喜びを味わい、学力がついた実感のわく授業づくりは、すべての

教師の願いでございまして、また、学力向上の王道でもあると、そのようにも考えて

いるところでございます。 

 それでは、議員ご質問の学力向上研修会を受けての今後の取り組みにつきまして、

ご答弁を申し上げたいと思います。 

 １月に開催した学力向上研修会の中でもご報告をいたしましたけれども、今年度を

含めましたこれまでの学力・学習状況調査の結果から、明らかになった課題を踏まえ、

３月１日に福岡教育大学の小川亜弥子教授を会長とした筑前町学力向上推進協議会

を開催し、平成２５年度の学力向上推進プランを策定をしたところでございます。 

 学校の指導体制の整備、個に忚じた指導の充実、教員の指導力の向上、小中学校、

家庭、地域の連携の４つの観点から、１２の具体的方策を重点的に行ってまいります。 

 中でも新たな施策といたしまして、４つの取り組みを行います。 

 １つは、特別教育支援員に加え、学習規律等に特に課題が見られる学級を支援する

ために、町費で１名の学習支援員を１校に配置いたします。 

 ２つは、各学校で身に付けた漢字、計算問題を確実に習得することができることを

目指します。そのためのテキストの作成を行います。 

 ３つは、言語活動の充実を図ります。既読や要訳、説明、論述といった言語活動が

充実した授業づくりに努め、思考力、判断力、表現力を育成をいたします。 

 ４つ目は、学習への構えを作るために、筑前町子どもの約束をベースとして、学校

生活の約束事を示した筑前生活マップを、児童・生徒、保護者、地域で共通理解し活

用を図ります。 

 各学校は、これらの施策を踏まえ、学校の実態に忚じた独自のアイデアを取り入れ

ながら、さらなる学力向上に取り組んでまいります。以上でございます。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  細かくご説明いただきましてありがとうございます。 

 ３月の広報にもですね、これは一般質問を出した後だったと思うので、後で読ませ

ていただきましたけれども、研修会の状況なり学校の状況なりがきちんと出されてい

るのじゃないかというふうに思っています。 

 そしてこの中で、４つの観点からということで、教育施策の推進ということで上が

っておりました。 

 そういった中で、調査の結果、学校間における学力格差もあるという事実も出てき
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ております。 

 そういったことになればですね、やはり学校選択制とか、いろんな部分でのまた考

え方も出て来ると思うんですけれども、やはり私はいちばん身近なところでですね、

義務教育の間は家庭なり地域なりのバックアップをしっかり受けながら、学校できち

んと学ぶという体制をつくるのが一番いいというふうに思っております。 

 その点について、学校間の格差をなくすために、この研修会においてですね、発表

された先生方によって、どういった授業のやり方が効果的であるのかとかいうのもお

互いに研修ができて、先ほど紹介しました廿日市のほうの中学校でも、やはり学校内

での先生方の勉強会というふうな形がたいへん役に立っていて、全体のレベルアップ

ができているというふうな紹介があっているというふうに思います。 

 教育課として、その辺をどういうふうに考えてあるのか、お聞きいたします。 

 議  長  大雄教育長 

 教 育 長  お答えいたします。 

 学校間の平均正答率の差が大きいと、このことは本町の教育課題の１つであると、

そのように認識をいたしております。 

 その学校間の差をなくし、教育の機会均等を図るためには、学校の教育力の底上げ

が極めて重要であると、そのように考えます。 

 そのためには、人事異動や学習支援員の配置等の人的支援を行うこと、あるいはサ

マースクールやウィンターキャンプ、４年生ＡＬＴと遊ぼうといった教育委員会が主

催する事業を充実させることもたいへん重要ではないかと、そのようにも考えており

ます。 

 何よりも重要なのはですね、今、議員がご指摘のありましたように、ＯＪＴを含め

てですね、教員一人ひとりの授業力の向上を図る、これが極めて重要なことだろうと、

そのように考えているところです。 

 そこで、どの先生の指導を受けても、また、児童・生徒一人ひとりの確かな学力を、

育成を図っていくためにはですね、平成２３年度から本町独自で実施しております教

員研修等による教員個々の指導力を高めていくと、向上を図っていくと、このことが

非常に重要と考えておりまして、このような長期的な取り組みがですね、今後も重要

ではないかと、そのように考えているところです。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  意欲のある子どもたちが筑前町で育って行くように、今後ともご尽力いただきたい

というふうに思っております。 

 続きまして、生涯学習課のほうに移りたいと思います。 

 私ども議員もですね、いろんな町のイベント、行事等にご案内をしていただくわけ

なんですけれども、特に秋、２学期、これは子どもたちなんですけれども、子どもた

ちがいろんな行事等に出てくる場面が、すごく多いなというふうなことを毎年感じて

いるんですけれども。 

 生涯学習課のほうでは、たいへんたくさんの文化的な行事または学習的な行事とい

うことで、赤ちゃんのときから生涯にわたっての学習計画を立てられているわけなん

ですけれども、やはりなんか、ちょっと行事が多すぎるのではないかなということを

考えました。 

 スポンジもですね、あんまり水を含みすぎていると、それ以上のものは吸収できな

いということもありますし、やっぱりそこにハングリー精神というか、何か自分から

求めるものがあるところは、やっぱりいろんなことが吸収できるのではないかという

ふうに思っておりますけれども、その辺どんなふうにお考えなのか、お伺いいたしま

す。 
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 議  長  生涯学習課長 

生涯学習課長  お答えいたします。 

 子どもから高齢者まで、生涯学習、社会教育を通じてですね、いろんな行事、イベ

ントそれから講座等を実施しているところですけれども、まず初めに、全体的なそう

いう行事の捉え方についてですね、生涯学習課としての考え方を述べたいと思います

けれども。 

 社会教育事業あるいは公民館関係の事業、それから社会教育関係団体が行う事業な

どですね、町内で行われているイベント、行事は数多く実施されているところでござ

います。 

 これらの多くのイベント、行事等については、町が実施するもの、それから住民と

の協働で実施されるもの、住民が主体的になって実施されるものというものがあると

思います。 

 いずれにしましても、住民の献身的なかかわりなしにはできるものはないというふ

うに思っております。住民の相互の協働の上に成り立っていると考えております。 

 確かにイベントとか行事が続けば、その参加者、例えば子どもであったり大人であ

ったりしますけれども、あるいはそのお世話をしてかかわっている住民の方々によっ

てはですね、たいへんなご苦労もあると思いますし、また、身体的な負担もあろうか

と思います。 

 その一方で、こういったまちづくりとか地域づくり、あるいは人づくりというもの

についてはですね、このようなかかわりが大切なこともあります。 

 コミュニティの活性化のためにも欠かせない活動でもあります。また、人と人との

かかわりというのは無償の交流であり、人を利用するものではございません。自分が

損しても人に得してもらいたい、あるいは自分が嫌な思いをしてもその人に心地よく

なってもらいたいという心、これが人と人を繋げていき絆となり、よいまちづくりへ

と繋がるというふうに考えております。 

 公民館を中心に様々な事業に取り組んでいますけれども、公民館は公民をつくる館

であります。公民とは、自分の幸せではなく、みんなの幸せも考えられる人をつくる

ことでございます。 

 そういう公民でいっぱいにするのが公民館の役目であり、また、その公民をつくる

手段がイベントであったり行事であったり、それを通して行う社会教育であるという

ふうに考えております。 

 これまで住民ニーズの多様化への対忚とか学校週５日制の対忚、町合併に伴う町民

融合の場としてなど、多種多様なプログラムの提供に取り組んできました。 

 それぞれのイベントや行事にはそれぞれの目的がありますけれども、先ほど議員が

おっしゃるようにですね、飽和的な状態になっておるということも一部あるかなとい

うふうに思いますので、融合できる部分もあるし、初期の目的を達成しつつあるとい

うような行事もあろうかと思いますので、そういったものについては、今後縮小ある

いは廃止等も検討しながら進めたいと思います。 

 ただ、主催するそれぞれの関係者がございますので、そういった関係者と十分協議

しながらですね、今後検討に努めてまいりたいというふうに考えておるところでござ

います。以上でございます。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  ありがとうございます。 

 たくさん生涯学習課のほうからはですね、現在やっている行事、イベント等につい

て資料も頂いておりましたけど、さっきちょっと見つからなかったのであわてました

けれども。 
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 本当に町民のですね、そういった公民としてのパブリックで、いかに通用する人間

を育てるかということでご尽力いただいているわけだろうと思いますけれども、それ

が逆に負担になっては、本来の目的を達成することはできないのかなというふうにも

思っております。 

 ちょっと話は飛びますけれども、先日の公会計の説明の中で、筑前町はいろんなイ

ンフラ投資をしてですね、現状での流れについての財政的な問題はないけれども、今

後はそのインフラ整備をした、合併に伴いインフラ整備をしたものが、やはり何らか

の形で今後町民の負担になってくるのではないかな、というふうな指摘もされており

ました。今後はですね、施設の統廃合や機構改革も当然やっていかなくてはならない

というふうに思っております。 

 そんな中で行政の一層のスリム化が求められる中ではですね、やはりイベントや行

事等も、私、今回生涯学習課で回答をいただくようにしておりましたけれども、これ

は、やはり町全体で考えていくべきようなところもあると思います。 

 町長の根底であります人づくりがそういった、いろんなこういったものを通してで

きているという部分もありますけれども、やはり考えるような状況にあるのも、一理

あるのではないかというふうに思っております。 

 それともう１つ、これを提案いたしましたのは、やはり私は、子どもたちを家庭に

返すということが、たいへん大事ではないかなというふうに思っております。 

 新年度子育て支援ということで、新しい事業計画が計画されているようでございま

すけれども、やはり子どもたちが小学校に上がる前、中学校に行く前に、やはり家庭

で就学前にきちんと親との対話ができる、人との話ができる、そういった状況をです

ね、やはりつくっていくのが、人づくりの一番最初の段階ではないかというふうに思

っております。 

 子どもたちをいろんな公的な場面にどんどん出して、そこで学ぶものも多いと思い

ますけれども、やはり家庭できちんと人間形成の初期の段階で、行政もいろんな力を

入れていくのは今後の課題ではないかというふうに思っています。 

 先ほどのたくさんの資料をいただいているわけですけれども、行政のスリム化とい

うことで、今のいろんなものを提供していくというのが、行政のサービスの拡大の方

向にばかり走っていないかと、本当に必要なものを必要な段階で、町民の方に提供し

ていくというのが、一番ベストのサービスの提供の仕方ではないかというふうに思っ

ておりますので、できれば今後、町長、また４年間町長としての責を果たされると思

いますけれども、その辺も十分に考えていっていただけたらというふうに思います。 

 次に移ります。 

 環境施策について、でございます。 

 近頃ですね、マスコミでＰＭ２．５とか新エネルギーの話がよく出てきているとこ

ろでございます。 

 これらは町単で対忚できるものではありませんけれども、環境の状況が刻々と変わ

っている状況を示しているのではないかというふうに思っています。 

 本町の環境基本計画が本年度中間を迎えて、後期５年の見直しをしているというふ

うなことでしたので、それについて回答をいただきたいと思いますけれども、担当課

長よろしいでしょうか。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  お答えいたします。 

 議員、先ほど申されましたように、筑前町は、平成１９年度に筑前町総合計画を作

成したことに伴いまして、その計画を環境面から実現するための環境行政の総合計画

と位置付けて、現行の環境基本計画を策定しておりました。 

 これの中で、毎年その取り組みの進捗状況を点検、評価し、翌年度へ取り組みを繋
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げてきたところでございますが、その取り組みの結果、事業完了した施策もあるなど、

項調に計画を進めてきたところでございますが、現行の環境基本計画は、計画期間の

平成２０年度から５年目の平成２４年度に見直しを行うこととしております。 

 今までの状況変化に対忚するために、今回計画の中間見直しを行っているところで

ございます。 

 見直しにあたりましては、現行の計画の成果と反省を踏まえ、筑前町の環境を取り

巻く情勢の変化、新たな課題、こういったものを見極めたうえで、後半５年間、平成

２５年度から２９年度になりますけれども、その取り組みをより効果的に進めるため

の計画となるように、今現在見直しを行っているところでございます。 

 そして本年度の３月１９日に、環境審議会終了後に環境基本計画の中間見直しの答

申をお示しできる予定となっております。以上です。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  完成していないということで、今後また、議会にも提案されてくるものだというふ

うに思っておりますけれども。 

 これについてですね、毎年この計画実現に向けての年度ごとの進捗状況があり、ま

たそれを公表するというふうになっておりますけれども、どういう形で行ってあるの

か、お尋ねいたします。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  お答えいたします。 

 議員申されますように、見直しとかあった場合に、庁内委員会と毎年環境審議会が

１回開かれているんですけれども、たまたま２４年度は中間見直しということで、庁

内委員会を３回、それからさらに審議会を４回開いております。 

 今まで毎年の部分については、庁内委員会の中でそれぞれ担当している、当然環境

に対する担当している部署がそれぞれにございます。それぞれに見直した結果につい

て、それらの庁内委員会なり審議会なり、それから環境保全共同会議なりで、報告と

いう形で公表をしておったということでございます。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  環境施策に対してはですね、町民の方の協力なしには実現できないものだというふ

うに考えております。 

 今のを公表というのかどうかというのがですね、ありますけれども、公表というふ

うに考えていらっしゃるんでしょうか。 

 議  長  環境防災課長 

環境防災課長  お答えいたします。 

 議員ご指摘のように、非常にこれは公表というよりも報告ということになっておる

ようでございますので、今後は議員ご指摘のように、答申が出されたことを、まず広

報紙等で、中間見直しが行われましたよと。 

 その後にホームページで、今はもうホームページでかなりの冊子の厚さがあったと

しても、広報紙等でしたら、当然あれだけのボリュームをすべて広報紙で表現すると

いうのは非常に困難でございますので、まず広報紙等で中間見直しなりそういったも

のが行われましたよと、そしてその答申が何月何日付で出ましたというのを流した上

で、ホームページ等ですべてを公表するという形にもっていきたい、また、検討し努

力していきたいと、このように考えております。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  町民の皆様の協力を得ながらですね、より良い環境のいい筑前町づくりに今後とも

貢献していただきたいというふうに思っております。 

 最後になりますけれども、本町での今後のエネルギーに対する考え方はということ



 52 

で質問をいたします。 

 東日本大震災以降エネルギー問題が強く取り上げられておるわけでございます。 

 新エネルギー、再生可能エネルギーということで、地産地消の自前のエネルギーの

確保も必要ではないかというふうにいわれております。 

 農林商工課だと思うんですけれども、以前、私はバイオマスに関する質問も１回出

しておいたわけですけれども、現在本町では、太陽光発電を推進をしているところで

すけれども、やはりいろんな部分で、リスクの分散とか、そういうことを考えますと、

今後新エネルギーに関しては、本町ではバイオマスや小水力発電とかいうふうなこと

も必要になってくるのではないかと思います。 

 各自治体に対して、エネルギーに関しての推進計画策定というのが依頼されている

んではないかというふうに思いますけれども、その辺はどうなっているでしょうか。 

 議  長  農林商工課長 

農林商工課長  お答えいたします。 

 バイオマス活用推進基本計画の策定についてのお話かと思いますが。 

 バイオマス活用推進基本法が平成２１年にできておりますが、その中に基本計画を

勘案しまして、市町村はバイオマス活用推進計画の策定に努めなければならないとあ

りますが、計画の中で示しております国の目標は、２０２０年までに全体の３分の１、

６００の市町村を目指しておりますが、まだ福岡県も作成をいたしておりません。 

 県内は１市でバイオマスタウン構想を立てております。５町村で推進計画が立てて

いる状況でございますが、本町の実態としまして、家畜排せつ物につきましては、環

境保全型農業に対する支援やたい肥化の取り組みも行っております。 

 また、間伐材につきましては、荒廃森林再生事業におきまして、搬出する場合には

うきは市の木材市場などにチップ材として出すなどの取り組みを行っております。 

 なお、バイオマスエネルギーの種類には、家畜糞尿や木質それから剪定枝、生ゴミ、

廃食油、下水、し尿などと多岐にわたりまして、エネルギーへの返還施設の問題や需

要と供給のバランスなど、農林分野だけの取り組みにとどまらず、総合的に考えてい

かなければならないと考えております。 

 今もお話がございましたが、現在、筑前町環境基本計画の中間見直しもあっており

ますので、今後検討するようにいたしております。以上でございます。 

 議  長  内堀議員 

 内堀議員  原子力の事故があって以来、日本全体でやっぱりどうしていくんだというふうなこ

とで、原子力に依存する部分が大きかっただけに、やっぱり今後は自前で、自分たち

のエネルギーは自分たちで確保しようというのが、方向性として出て来るんではない

かと思いますので、ぜひですね、この環境基本計画に沿ってその辺も十分今後検討を

していただきたいというふうに思っております。 

 町長、よろしいでしょうか。 

今、福祉、教育、環境という点で質問をさせていただきました。 

 それを思いながら４年間町長も頑張ってこられたと思いますし、１２月において

も、また３月においても、次期への意欲をきちんと表明されたというふうに思ってお

ります。 

 私は、やっぱりその面については、人材育成とか教育について、食と農についてと

かですね、町長と共有するところはたいへん多くあると思いますので、より町民に目

を向けた町政を、今後また展開されていただくことを願っております。 

 それと、さっき教育のところで１つ言い忘れておりました。 

 午前中の質問の中で、石丸議員のほうから土曜授業のことが出ておりました。 

 今年は２、３回ということですので、それが土曜授業として成り立つのかどうかと
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いうのは、また改めて議論をさせていただくところでございますけれども、防災とか

文化的なものとかということで取り組みたいということで、また、なお一層子どもた

ちの負担が増えるのかなというところも、若干考えるところでありますけれども、そ

れが有効な方向に働くようにですね、ご尽力をいただきたいということをお願いいた

しまして、私の一般質問を終わりたいと思います。 

 議  長  これにて、１２番 内堀靖子議員の一般質問を終了します。 

 散  会  

 議  長  これにて、１２番議員までの一般質問を終結します。 

 本日は、これにて散会します。どうもお疲れ様でございました。 

（１５：２０） 

 


